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おわりに

問題の所在

１．背景事情
　刑法39条は、行為者の責任能力が問題となる場合について、心神喪失
者の不可罰と心神耗弱者の刑の減軽を定める。刑法上の責任能力は、行
為時に備わっている必要があるとされ（以下、これを「同時存在原則」
という。）、これを形式的に適用すれば、酩酊状態に乗じて犯罪に及ぶ意
思でアルコールや薬物を摂取し、実際に責任能力を欠いた状態で犯罪を
行った場合には、行為者に完全な責任を問えないことになる。この不都
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合を回避するために、学説では様々な理論構成が試みられてきた（いわ
ゆる「原因において自由な行為」の理論）。

２．問題意識
（１）「原因において自由な行為」論の到達点
　この理論構成については、自招性の精神障害が行為時点で責任無能力・・・・・・・・・・

と評価されうる・・・・・・・ことを前提に、構成要件モデル、例外モデルと呼ばれる
２つの理論モデルが提示されている。
　構成要件モデルは、飲酒などの原因行為を構成要件該当行為とし、法
益侵害結果を惹起する結果行為を因果経過上の介在事情に位置づけるこ
とで同時存在原則との整合性を図るアプローチである

（1）
。このモデルに

対しては、従来から、①飲酒等の原因行為に実行行為としての定型性は
認められず、②未遂犯の成立時期が早くなりすぎてしまい、③結果行為
時に自律的な意思決定の余地が残されている限定責任能力の場合の理論
構成が困難である、といった批判が向けられてきた

（2）
。

　これに対して、近時有力な見解は、①間接正犯の命令行為に構成要件
的な定型性を厳格には要求せず、②実行行為の開始と未遂犯の成立時期
をリンクさせず、さらに、③有責な行為を利用した間接正犯を一部認め
る立場を前提に、結果行為時に限定責任能力状態であっても原因行為を
実行行為と評価可能だとして、「原因において自由な行為」においても
通常の犯罪論の原理を適用すれば足りるとする、精緻な理論構成を展開
している

（3）
。

　他方で、例外モデルは、責任無能力状態の行為を構成要件該当行為と
し、同時存在原則を一部緩和するアプローチと概括できる。例外モデル
としては、①最終的意思決定時に責任能力があれば責任非難が可能とす

（1） かつて支配的地位を占めたのは、いわゆる「間接正犯類似説」である。団藤
重光『刑法綱要総論〔第３版〕』（創文社、1990年）160頁以下。

（2） 学説の展開について、大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法第３巻〔第３版〕』
（青林書院、2015年）38頁以下［島田仁郎＝島田聡一郎］。
（3） たとえば、松原芳博『刑法総論［第２版］』（日本評論社、2017年）325頁以下参照。
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る立場
（4）

や、②違法性の錯誤と同様に責任能力にも回避不可能性を要求
する立場

（5）
、③禁反言の法理により責任無能力の援用を否定する立場

（6）
が

これまでに主張されている。これらの例外モデルに対しては、そのうち
の多くが結局は原因行為時の故意・過失の限度での犯罪成立を認める議
論であることから、構成要件モデルの発想と基本的に異ならないとの批
判が向けられている

（7）
。

（２）従来の学説が前提とする「責任能力観」への疑問
　もっとも、自招性の精神障害をめぐる従来の議論で前提とされる「責
任能力観」に違和感を覚える場面は少なくない。たとえば、責任能力の
実際の判断においては、幻覚妄想による現実世界からの乖離や思考の飛
躍が認められるかという点が重要なファクターとなっている

（8）
。そうす

ると、「酒の力を借りて被害者を殺害しようと意図して大量に飲酒した
者が、責任無能力状態になって被害者を刺殺した」という講壇事例の前
提がそもそも適切でないことになる。理性的な意思の通りに、計画的に
犯罪を遂行している時点で、責任能力の喪失や減弱は認められないのが
通常のはずだからである。
　他方で、責任能力が争われた裁判例の分析からは、犯罪に及ぶ意思を
事前に有していたかを問わず、自招性の精神障害の場合には端的に39条

（4） 西原春夫『刑法総論〔改訂準備版（下巻）〕』（成文堂、1998年）460頁以下、高
橋則夫『刑法総論〔第４版〕』（成文堂、2018年）364頁以下。

（5） 中空壽雅「『責任能力と行為の同時存在の原則』の意義について」刑法雑誌
45巻３号（2006年）392頁、安田拓人「回避しえた責任無能力状態における故意
の犯行について（２）・完」法学論叢142巻２号（1997年）45頁以下。

（6） 丸山治「『原因において自由な行為』小考」『内田文昭先生古稀祝賀論文集』（青
林書院、2002年）157頁以下。

（7） たとえば、橋爪隆「『原因において自由な行為』について」法学教室425号（2016
年）116頁参照。このことから、近時では、構成要件モデル（自招性の精神障害
の場面でも通常の犯罪論を適用すれば足りるとする立場）がやや優勢のように
見受けられる。

（8） この点については、拙稿「責任能力の認定手法について」早稲田法学会誌67
巻２号（2017年）244頁以下参照。
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の適用が排除されているように見受けられる場合が多い。たとえば、幻
覚妄想といった精神症状が類似しているにもかかわらず、覚せい剤精神
病は統合失調症に比べて心神喪失が認められるためのハードルが高いと
指摘される

（9）
。こうした理解を前提とすれば、行為者の精神障害が自ら

招いたものである場合には、学説の理論構成を用いずとも、責任無能力
とされる余地は残されていないことになる。
　このことから、自招性の精神障害の場合には責任能力は喪失・減弱し
ないとする裁判実務の思考方法を正確に認識し、責任能力の解釈によっ
て自招性精神障害の刑法的評価にアプローチする必要があると考えられ
る。本稿における分析対象と分析手法は、以下のとおりである。

３．分析視角・分析対象
　わが国の裁判実務が前提としていると考えられる、自招性精神障害の
場合に責任無能力の余地を端的に排除する考え方は、英米法の領域で伝
統的に採られてきた。しかし、犯罪論の多くの領域でドイツ法研究が
優勢となっているわが国では、ほとんど研究がなされていない

（10）
。そ

こで本稿では、酩酊理論について判例法の蓄積がみられるイギリス刑法

（9） この点は、責任能力の研究者間で一般に共有されている（青木紀博「覚せい
剤中毒と刑事責任能力」京都産業大学論集27巻１号（社会科学系列13号）（1996
年）111頁以下参照）。また、飲酒による一時的な酩酊の場合についても、心神
喪失や耗弱が認められる閾値が慢性的な精神障害に比して高いことが従来か
ら指摘されている（植松正「酩酊中の行為に対する刑事責任」ジュリスト141号

（1957年）４頁以下、鈴木義男「英米法における酩酊と刑事責任（一）」警察研究
30巻１号（1959年）63頁など）。鈴木は、「このような裁判所の態度を全く誤つ
たものとして無視するならば格別、そうなるだけの十分な理由が認められ、そ
こに何らかの合理性を見出す可能性があるとすれば、これまでの理論にもあら
ためて反省を加え、実務との不幸な分裂を少なくするために努力するのが、実
践と切り離すことのできない学問の任務であるといわなければならない」（同・
63頁以下）と指摘する。

（10） 英米法圏の酩酊論を紹介した貴重な文献として、尾中俊彦「英米刑法にお
ける酩酊の抗弁」日本刑法学会編『酩酊と刑事責任』（有斐閣、1959年）93頁以下、
鈴木義男「英米法における酩酊と刑事責任（一）～（五・完）」警察研究30巻１
号～５号（1959年）。
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における酩酊と刑事責任の関係をめぐる議論を分析し、そこから得られ
た示唆を、わが国の責任能力論の解釈に反映させることを目標とする。
具体的には、自招酩酊の場合に責任無能力やメンズ・レアの欠如による
無罪の余地を端的に排除する、イギリスの判例法や自招性精神障害に関
する英米学説を分析対象とする。
　分析手法としては、イギリスの酩酊論分析を通じて、自招性精神障害
の問題を立体的・複眼的に捉えるアプローチを採用する。後述のように、
イギリス法において酩酊は、メンズ・レア（犯罪の主観的成立要件、大
陸法における故意・過失）が欠如していたことの証拠として用いられる
のが通常である。これに対して、日本法の議論（特に構成要件モデル）は、
たしかに責任能力欠如の場面を念頭に置いているが、実際には結果行為
時に故意を欠いている場合にも適用可能な理論として構築されている。
この点はあまり意識されることはないが、たとえば橋爪隆によって、以
下のような指摘がなされている。

「構成要件モデルからは、結果行為時の主観面は故意の存否を判断
する上では決定的ではないから、原因行為段階で故意があれば、結
果行為時には故意が欠けていたとしても……故意犯の成立を認める
余地がある

（11）
」

　そこで本稿は、イギリス法の議論に示唆を受ける形で、故意と責任能
力の相互関係や犯罪論構造上の相違にも触れながら、自招性精神障害に
よる故意の欠如と責任能力の欠如を同一の理論枠組みで捉えることの問
題性を提示し、従来の議論のアプローチ（特に構成要件モデル）が自招
性精神障害の評価枠組みとして適切ではないことを明らかにする。

４．本稿の構成
　上記の分析視角の下で、本稿は以下の順で検討を加える。
　第１章では、イギリス判例法における酩酊の地位を分析対象とする。
具体的には、責任無能力やオートマティズムといった関連する抗弁を紹

（11） 橋爪・前掲注７・111頁注15参照。
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介したうえで、犯行時にアルコールや薬物の急性症状（酩酊、intoxica-
tion）を有していた場合の裁判所の対応を確認する。イギリスでは、ア
ルコールや薬物の摂取が被告人の意思によるものであった場合には、酩
酊によって犯行時にメンズ・レアを有さなかったとしても、一定の犯罪
についてはメンズ・レアが擬制されるという、厳格な任意酩酊ルール

（Majewski ルール）が現在でも適用されている。このルールの形成過程
や適用される犯罪類型に関する判例法の立場、さらには適用の例外を分
析することで、現在のイギリス判例法の一般的理解を獲得する。
　第２章では、上記の任意酩酊ルールの適用が困難になる場面として、
酩酊が他の抗弁と競合した場合の判例における処理について検討する。
この分析を通じ、こうした場合に統一的な解決策が提示されていない状
況にあることを明らかにし、その背景には、責任無能力の抗弁では当該
精神状態の招致に関する行為者の有責性が問題とされないのに対し、他
の抗弁・主張では、当該精神状態の招致に関する行為者の有責性が抗弁
の成否に影響を与えるという形で、事前責任（prior fault）の理解に差が
あることを提示する。精神状態を自ら悪化させた行為者の落ち度を根拠
に、各抗弁・主張を退ける統一的な理論的根拠の必要性が徐々に認識さ
れつつあることを示す。
　第３章では、英米刑法学説の立場を概観する。具体的には、行為者自
身の事前の有責行為によって結果惹起行為時にメンズ・レアや責任能力
を欠いた場合に、何らかの形で刑事責任を肯定しようと試みる英米法圏
の学説に検討を加える。この検討を通じ、英米法圏においてもわが国の
構成要件モデルと例外モデルに対応する学説が萌芽的に主張されている
ことが明らかとなるが、本稿ではさらに、結果惹起行為時に欠けている
要素が（メンズ・レアなどの）犯罪の原則的要素なのか、（責任能力など
の）例外的要素なのかによって事前責任の要件を異にすべきと主張する、
John Child の見解に着目し、掘り下げた形で分析を加える。
　第４章では、第３章までの分析結果を踏まえたうえで、わが国におけ
る自招性精神障害のあるべき評価枠組みを明らかにする。具体的には、
わが国の「原因において自由な行為」論が前提とする、①責任能力を事
実的な能力として位置づけ、②結果行為時（責任無能力状態）の主観面
を軽視する思考方法が妥当でないことを提示したうえで、故意と責任能
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力の犯罪論構造上の相違に関する議論のうち、㋐医療観察法施行後に注
目された、責任無能力者は故意を持ちうるかという論点（故意と責任能
力の関係性）、㋑規範的責任論における故意の法的性質をめぐる議論（故
意とそれ以外の責任要素の関係性）、㋒違法性の意識の可能性の回避可
能性をめぐる議論（結果惹起行為以前の事情を考慮することの可否）に
着目し、検討を加える。この検討を通じ、原則的要素と例外的要素を区
別した形で事前責任の要件を提示する思考枠組みがわが国においても基
本的に妥当することを提示し、私見の立場を明らかにする。

第１章　イギリス法における酩酊：判例法における酩酊の地位

　本章では、まず、イギリス（イングランド・ウェールズ）の判例法に
おける酩酊の地位を検討するための前提として、行為時の精神状態が問
題となる２つの抗弁について、その法的性質と要件を確認する。

第１節　責任無能力（insanity）の抗弁
　第一は、責任無能力（心神喪失）の抗弁である。英国の責任能力基準
としては、現在でもマクノートン基準が採られており、精神の障害によって
行為の性質や罪悪性を認識する能力を喪失していたことが要件とされる

（12）
。

　このうち、第１段階要素である「精神の障害」については、わが国と
同様に法的判断事項とされ

（13）
、記憶や理性、理解力に影響を与えるあら

ゆる内的な障害（internal disorder）が含まれる
（14）

。こうした広い病気概

（12） マクノートン基準が成立した背景と英米法域における同基準の解釈につい
て、拙稿「刑事責任能力論における弁識・制御能力要件の再構成（１）」早稲田
法学会誌66巻２号（2016年）335頁以下参照。

（13） この点については、安田拓人「『精神の障害』と法律的病気概念」中谷陽二
編『責任能力の現在』（金剛出版、2009年）30頁以下、箭野章五郎「刑事責任能
力における『精神の障害』概念」法学新報115巻５・６号（2008年）288頁以下、
拙稿「『精神の障害』と刑事責任能力（４・完）」早稲田大学大学院法研論集161
号（2017）162頁以下参照。

（14） Kemp [1957] 1 QB 399. 具体的には、動脈硬化（Kemp）や夢遊病（Burgess 
[1991] 2 ALL ER 769 (CA)）、てんかん（Sullivan [1984] AC 156 (HL)）や糖尿病
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念の背景には、後述のオートマティズム（行為性欠如）の抗弁や犯罪成
立に必要なメンズ・レア欠如の主張によって危険な犯罪者を無条件の無
罪とすることへの懸念があり

（15）
、心神喪失者への処遇の多様性が確保さ

れていることも手伝い、この要件が拡張的に解釈されている
（16）

。行為者
の精神状態が内的な異常に基づく場合には、オートマティズムの抗弁・
酩酊によるメンズ・レア欠如の主張へのアクセスは否定され、有罪を回
避するためには責任無能力の抗弁に依拠せざるを得ない

（17）
。後述（第２章）

のように、「精神の障害」の自招性を考慮しない点で日本の刑法学説と
同様の前提に立つが、内的な障害でなければならないとの前提から、ア
ルコールや薬物関連障害を責任無能力の抗弁から排除している点で相違
がみられる。

の被告人がインスリン投与を怠ったことによる高血糖状態（Hennessy [1989] 1 
WLR 287 (CA)）は、内的要因に基づくゆえに「精神の障害」とされる。また、
外的な要因によって通常とは異なる反応が生じた場合にも、被告人の素質に主
な原因が求められる限りで「精神の障害」に該当する（交際相手の被害者に拒
絶されたことによる解離状態について、Rabey (1980) 114 DLR (3rd) 193 (SCC).）。

（15） AP Simester et al, Simester and Sullivan’s Criminal Law: Theory and 
Doctrine (6th edn Hart Publishing, Oxford 2016), at 735.

（16） D Ormerod & K Laird, Smith and Hogan’s Criminal Law (15th edn OUP, 
Oxford 2018), at 296-7; A Longhnan & N Wake, ‘Of Blurred Boundaries and 
Prior Fault: Insanity, Automatism and Intoxication’, in A Reed & M Bohlander 
(with N Wake & E Smith) (eds), General Defences in Criminal Law－Domestic 
and Comparative Perspectives (Routledge, London 2014) at 122. 英国では、責任
能力基準の狭隘性に加え、①死刑制度の廃止、②謀殺罪における限定責任能力
による部分的抗弁の存在、③挙証責任の被告人側への分配、④心神喪失による
無罪評決後の必要的な病院収容（不定期）により、心神喪失抗弁の実務上の意
義は長らく限定的なものとなっていた。現在では、1991年刑事手続法（Criminal 
Procedure (Insanity and Unfitness to Plead) Act 1991）により心神喪失評決後
の処遇に裁量の余地が加えられたが、多くの触法精神障害者は心神喪失による
無罪評決ではなく、量刑段階での特別な扱いを求める傾向があるとされる（A 
Ashworth, Sentencing and Criminal Justice (6th edn CUP, Cambridge 2015), at 
413.）。

（17） Simester et al (n 15), at 735.
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第２節　オートマティズム（automatism）の抗弁
　第二は、オートマティズム、すなわち、意識レベルの低下によって身
体的に任意性を欠く状態にあったことに基づく抗弁である。具体的な要
件としては、①意識や任意性を欠いた状態で行為に出たこと（任意的コ
ントロールの欠如が一時的にせよ完全な場合）、②外的な要因によって
当該精神状態が導かれたこと、③当該状況に陥ったことについて行為者
が有責でないことが求められる。責任無能力の抗弁とは異なり、この抗
弁が認められた場合は（病院収容の可能性のない）完全な無罪となるた
め、社会防衛的な政策判断からその基準は厳格で抗弁の射程は狭い

（18）
。

身体的コントロールが完全に不能であった場合にのみ抗弁の成立が認め
られ、昏睡状態に陥る必要はないが、単に抑制がとれただけでは不十分
とされる

（19）
。

　オートマティズムの抗弁では、責任無能力の抗弁における「精神の障
害」のように原因の限定がなされていないために、道徳評価的な側面が
前面に出るとされ、通常の酩酊ではこの抗弁に依拠することは不可能で
ある
（20）

。オートマティズムの抗弁によって否定されるのはアクトゥス・
レウスだが、当該精神状態の招致について自招性が認められる場合には、
メンズ・レア欠如の主張として一般に理解される酩酊と同様の政策判断
がなされ

（21）
、当該状況に陥ったことについて被告人が有責でないことが

求められる
（22）

。

（18） Longhnan & Wake (n 16), at 119.
（19） Ormerod & Laird (n 16), at 309-10.
（20） Longhnan & Wake (n 16), at 119.
（21） Ormerod & Laird (n 16), at 311.
（22） Longhnan & Wake (n 16), at 119. これに対して、責任無能力の抗弁では、
当該状況の招致について被告人が有責でないことを暗黙裏に前提とした理論
構築がなされてきたとされる（Id. at 118.）。責任無能力の抗弁における「精神
の障害」とは、行為者のコントロールが及ばず、それゆえ自招性のない「内的

（internal）」な原因によるものであることが前提とされ、糖尿病患者のインス
リン注射や酩酊物質の摂取などはこの要件を満たさないものとの判断がなされ
てきた（Id.）。
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第３節　酩酊（intoxication）の主張
　第三は、酩酊の主張である。アルコールや一部の薬物は、気分や認知、
意識を変化させ、抑制や自制心を緩めるとともに、動作や反応、判断力
や結果を予見する能力を減退させる性質を有しており

（23）
、実際にアルコー

ルや薬物の影響下でなされる暴力犯罪の例は多い
（24）

。
　もっとも、酩酊それ自体は「抗弁」ではない

（25）
。飲酒しなければ当該犯

罪に出ることはなかったという被告人の主張は、いかに説得力があると
しても、抗弁として認められることはない

（26）
。酩酊が刑事責任に関連す

るのは、酩酊によって犯罪事実の認識や予見が妨げられた場合である
（27）

。
酩酊者のメンズ・レアであっても通常は犯罪の成立に十分であり

（28）
、犯行

時にアルコールや薬物の影響を受けていた行為者の大部分はこのカテゴ
リーに収まるが、極限的な事例では、酩酊物質の影響によってメンズ・
レアの形成が不可能であった場合が観念できる。そうした事例において、
メンズ・レア欠如を理由として無罪とすることが許容されるべきかが問
題となる

（29）
。

　この点、メンズ・レアの欠如や事実の錯誤が主観的な基準によって判
断されるとすれば、酩酊に陥った行為者の中から多くの無罪者を生み出
すことになる

（30）
。このことから、任意酩酊証拠に依拠した犯罪要素不充

（23） R Card & J Molloy, Card, Cross & Jones Criminal Law (22th edn OUP, 
Oxford 2016), at 646.

（24） 真栄里仁「アルコールと犯罪」日本アルコール関連問題学会『簡易版「アル
コール白書」』（http://www.j-arukanren.com/file/al-hakusyo.pdf、2018年８月15
日最終閲覧）26頁参照。

（25） Card & Molloy (n 23), at 148-9.
（26） Ormerod & Laird (n 16), at 312. A Simester, ‘Intoxication is Never a 
Defence’ (2009) 1 Crim LR, at 3-5. 酩酊によって善悪の区別（認識能力）や自制
心（制御能力）を失ったとしても、「精神の障害」該当性が否定されるため、免
責は否定される。Card & Molloy (n 23), at 647.

（27） Ormerod & Laird (n 16), at 312.
（28） Id.
（29） R Mackay, Mental Condition Defences in the Criminal Law (Clarendon 
Press, Oxford 1995), at 149.

（30） Simester et al (n 15), at 713.
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足の主張について、裁判所は純粋に主観的なアプローチを許容してこな
かった

（31）
。アルコールや薬物の影響が認められる場合には、①当該酩酊

物質の摂取が行為者の任意によるものか、②任意による場合には、訴追
された犯罪で要求されるメンズ・レアが一般意思（basic intent）か特定
意思（specific intent）のいずれに属するのか、さらに、③一般意思犯罪
の場合には、摂取した酩酊物質が危険な性質を有すると一般に認知され
ているか、という判断プロセスが踏まれることになる。以下、順に検討
を加える。

第１項　不任意酩酊（involuntary intoxication）
　酩酊が任意でない場合であっても、それ自体は抗弁とならず、実際に
メンズ・レアを有さなかった場合に犯罪が不成立になるとする、（通常
の犯罪論における）一般原理が適用される

（32）
。つまり、被告人が意図せ

ずに酩酊に陥ったという事実は、一般意思犯罪において任意酩酊に陥っ
ていた場合にメンズ・レアが擬制される、（後述の）任意酩酊ルールが
適用されないという意味で有利に扱われるにすぎない

（33）
。犯行時に当該

犯罪の成立に必要なメンズ・レアを有していた場合には、酩酊によって
善悪を識別する能力が減退していたり、正常時であれば思いとどまるこ
とが可能であったという事情は、それ自体としては抗弁とはならないの
である

（34）
。

　たとえば、Kingston 判決
（35）

では、第三者によって密かに薬物が混入さ
れたコーヒーを飲んだ小児愛傾向の被告人が解離状態となり、同じく薬
物で意識もうろう状態となった少年に対して非挿入の性行為に及んだ事
案について、貴族院は、薬物の影響を認めながらも性的な行為を意図し
ていたことを認定して強制わいせつ罪（sexual asault）で有罪とした事

（31） Id. 酩酊は伝統的に、加重要素として位置づけられてきた。現在ではそう
した理解は採られていないが、任意酩酊を被告人の有利となるように取り扱う
ことには抵抗があるとされる（Id. at 712.）。

（32） Ormerod & Laird (n 16), at 314.
（33） Simester et al (n 15), at 723.
（34） Card & Molloy (n 23), at 668.
（35） Kingston [1995] 2 AC 355 (HL).
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実審の判断を是認している
（36）

。
　酩酊の任意性が否定される例としては、①処方薬を治療目的で摂取し、
その薬物の特性について警告を受けなかった場合や、②予測困難な被告
人の素因によって薬物の異常反応が生じた場合、③密かに飲み物に薬物
が混入させられていた場合などが挙げられる

（37）
。酩酊の任意性要件は厳

格に評価されており、行為者がアルコールを摂取していることを認識し
ていた場合には、摂取量を単に低く見積もっていたり、自身に与える影
響を軽視していたとしても、任意性は否定されない

（38）
。このことから、

実際に問題となる酩酊事案のほとんどは、任意酩酊の枠内に収まること
になる。

第２項　任意酩酊（voluntary intoxication）
　酩酊の任意性が肯定された場合には、訴追された犯罪の類型（特定意
思犯罪、一般意思犯罪）によって異なる扱いを受けることになる。
　このうち、特定意思犯罪においては、犯行時に酩酊の影響でメンズ・

（36） これに対して、不任意酩酊については「酩酊していなければ当該犯行に出
なかった」ことを根拠とした基準によって、より広く免責を認めるべきとの主
張もありうる（See, Simester et al (n 15), at 723.）。しかし、イギリス法において、

「精神の障害」が抗拒不能の衝動（irresistible impulse）を生じさせた場合に責
任無能力の抗弁が認められていないことと平仄を合わせる必要性から、不任意
酩酊については厳格な扱いがなされている（Mackay (n 29), at 152.）。さらに、
こうした抗弁を認めた場合に生じる別の問題としては、謀殺の訴追において不
任意酩酊の事案が完全な無罪とされうる一方で、精神障害と任意摂取の薬物・
アルコールの相乗効果によってコントロール不能の衝動が生じた場合には、責
任減軽に関する主張が不可能となり、有罪となりうる点の不整合性が挙げられ
る（Id.）。Kingston 判決において Mustill 裁判官は、前者の謀殺事例に有罪判
決を下す可能性があることから、この種の新しい抗弁を拒否することを躊躇す
るが、「その他の点で正当化し得ない例外を、刑法理論と刑事実務に強いる十
分な理由とはならない」として、不任意酩酊の場合に特別な抗弁を用いること
を拒絶している（[1995] 2 AC 355,  377 (Lord Mustill).）。

（37） Simester et al (n 15), at 723.
（38） Card & Molloy (n 23), at 647.
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レアを有さなかった場合は無罪となる
（39）

。これに対して、一般意思犯罪
においては、行動の予測不可能性や攻撃性をもたらす薬物によって犯行
時に任意酩酊状態に陥っていた場合には、当該犯罪の成立に必要なメン
ズ・レアを行為者が実際に有さなかったとしても、また、犯行時にオー
トマティズムの状態にあったとしても、正常な状態でメンズ・レアを有
し得たとされる限度において有罪となる

（40）
。

　後述のように、任意酩酊と刑事責任の関係をめぐる裁判所の立場に対
しては、多くの批判が向けられている。裁判所は、たとえ刑事責任の基
本原理に反するとしても、任意酩酊の場合にメンズ・レアの立証に関す
る特別なルールを設定することが必要だとし

（41）
、こうした原理からの逸

脱を正当化するために、政策や社会のコントロールといった観点に依拠
することで、この分野の法律は無秩序な状態になっていると評される

（42）
。

　イギリス判例法における任意酩酊の問題については、リーディング
ケースである Majewski 判決とその後の判例法の立場を理解することが
重要となる。以下では、同判決で定立された任意酩酊ルールを概観した
上で、その後の判例の立場を確認する。

①　Majewski 判決における任意酩酊ルール
　Majewski 判決

（43）
において貴族院は、メンズ・レアを否定する任意酩酊

証拠によって、特定意思を要求する犯罪で訴追された被告人は刑事責任
を免れるが、他の犯罪類型の場合には刑事責任を免れないとする、
Beard 判決において不明瞭な形で述べられていた一般意思犯罪と特定意
思犯罪のルールを確立した

（44）
。同判決における事案の概要は以下の通り

（39） 飲酒によって抑制から解放されたとしても、そのこと自体によってメン
ズ・レア欠如の主張が認められるわけではない（Ormerod & Laird (n 16), at 
314.）。既述のように、酩酊状態における意図であっても、通常は犯罪の主観
的要件として足りるからである（‘a drunken intent is still an intent’）。

（40） Ormerod & Laird (n 15), at 314.
（41） Mackay (n 29), at 148.
（42） Id.
（43） Majewski [1977] AC 443 (HL).
（44） Ormerod & Laird (n 16), at 315. Majewski 判決以前のリーディングケース
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である。
　アルコールと薬物の影響によって重度の酩酊状態にあった被告人は、
逮捕拘束時に警察官に暴行を加え、傷害罪（assault occasioning actual 
bodily harm）で訴追された。当該犯罪で要求されるメンズ・レアは意
図（intention）ないし軽率（recklessness）であり、一般意思犯罪として
通常理解されている。被告人は、被害者への暴行について意図や予見を
有しておらず、犯行当時は「酩酊した自動機械（a drunken automaton）」
の状態であり、自身の行為について意識を欠いていたと主張した。1967
年刑事司法法（Criminal Justice Act 1967）８条は、「すべての証拠」に
依拠しながら意図や予見の立証がなされるべき旨を規定しており、これ
には酩酊証拠も当然含まれると主張したのである。
　これに対し、貴族院の法廷意見を執筆した Elwyn-Jones 裁判官は、
1967年法が制定される以前から特定意思と一般意思の区別は存在し、酩
酊証拠は特定意思犯罪で訴追された場合にのみ関連性が認められるのが
確立された実体法の原理であるとし、同法における「すべての証拠」は「す
べての関連性ある・・・・・証拠」と解釈されるべきだとして被告人の主張を排斥
した。その結果、酩酊証拠の関連性は否定され、傷害罪の有罪判決が維
持されたのである。
　たしかに、被告人による酩酊証拠の提出が否定されるとしても、当該
犯罪で要求される責任形式（意図や軽率）について立証することは検察

であった Beard 判決では、任意酩酊証拠は特定意思犯罪における意図を形成
・・

することが不能
・・・・・・・

になっていた場合にのみ関連性を有するとの理解が採られてい
た（Beard [1920] AC 479 (HL).）。こうした理解の下では、行為者の酩酊によっ
て特定意思を形成する能力が失われていた場合には無罪となるのに対し、酩酊
によって当該意図を形成することが不可能ではないものの、実際には酩酊に
よって当該意図を有さなかった者について、刑事責任を認める余地が生じるこ
とになるが（Card & Molloy (n 23), at 649.）、こうした理解は Majewski 判決に
よって否定された。メンズ・レアを形成する能力の欠如はメンズ・レアの不存
在を示唆するが、そこまでは求められないという理解が現在では一般である

（Ormerod & Laird (n 16), at 312-3.）。なお、英国におけるそれ以前の酩酊の扱
いについて、P Handler, ‘Intoxication and Criminal Responsibility in England, 
1819-1920’ (2013) 33 Oxford Journal of Legal Studies 2, 243.
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側になお求められる。しかし、Majewski 判決における事案のように、
犯行時にメンズ・レアを欠いていたことを示す説得力ある唯一の説明が
酩酊に基づくものだとすれば、酩酊証拠が排除されることで検察の立証
は容易になる

（45）
。

　この点、同判決の法廷意見は、冒頭では酩酊証拠を単に考慮しない立
場であったものの、その後半部分では、酩酊状態によって犯罪に必要な
有責性が構成される・・・・・（constitute）という書きぶりになっている点が注目
される

（46）
。

「理性や判断力による抑制を取り払う物質を自らの意思で摂取した
場合には、そうした精神状態で行われたいかなる傷害についても刑
事責任を負うと考えることは、何ら誤りではない。……薬物やアル
コールによってそうした精神状態へと自らを陥らせた一連の行為
は、一般意思犯罪の成立に必要なメンズ・レアの証拠として用いら
れる。この一連の行為には軽率が認められ、軽率は、傷害罪の成立
に必要なメンズ・レアを構成するのに足りるのである

（47）
。」

　Majewski 判決が実体法上のルールを課したとする上記の理解によれ
ば、一般意思犯罪で訴追された場合には任意酩酊証拠によってメンズ・
レアが擬制され、これを有さなかったとする主張は不可能になる

（48）
。こ

（45） Simester et al (n 15), at 718.
（46） Id.
（47） [1977] AC 443, 474-5.
（48） Ormerod & Laird (n 16), at 316. ある解釈によれば、Majewski 判決によっ
て提示されたルールは、被告人がアルコールや薬物を摂取していなければ一般
意思犯罪のアクトゥス・レウスを犯すことはなかったと検察側が立証できる場
合は常に、しらふの場合に要求されるメンズ・レアの立証義務が免じられる

（See, Simester et al (n 15), at 718.）（こうした解釈の可能性を示すものとして、
Card & Molloy (n 23), at 650-1.）。もっとも、Beard 判決の傍論とは対照的に、
酩酊証拠の存否を問わず、行為者が当該犯罪成立に必要なメンズ・レアを有し
ていたことについて検察が立証責任を負う点については、現在では確立されて
いる（Id. at 649.）。他方で、現在の判例の立場を前提とすれば、それ自体が一
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れに対し、同判決は証拠法上の規則を課したにすぎないとする理解
（49）

か
らは、一般意思犯罪のメンズ・レアについて酩酊証拠は関連性を欠くが、
メンズ・レアを有していたことの立証が検察側になお求められることに
なる
（50）

。
　もっとも、後者の理解によっても、論理的に関連性が認められる説得
力ある証拠を考察することが不可能となることには変わりがなく、いず
れにせよ陪審は仮定上の問題に答えなくてはならない

（51）
。「酩酊していな

かったとしたら」という考慮をした場合には、もはや本人のメンズ・レ
アではないものを問題としているからである

（52）
。公表されている判例で

は、大半の被告人が酩酊物質の著しい影響を受けており、メンズ・レア
を判断する際に酩酊証拠を単に排除することと、酩酊の事実を有責性の
一形式として扱うことの実務上の相違はわずかであり、こうした議論の
実益は疑問視されている

（53）
。

②　一般意思犯罪と特定意思犯罪の区別基準
　他方で、Majewski 判決では、一般意思犯罪と特定意思犯罪の区別に
関する統一的な基準は提示されなかった

（54）
。Elwyn-Jones 裁判官の法廷

意見によれば、メンズ・レアがアクトゥス・レウスを超過する場合に特
定意思犯罪とされる（外部的意図、ulterior intent）

（55）
。たとえば、故意に

加えて不法領得の意思を要求する窃盗罪などは、こうした見地から特定

般意思犯罪の有責性を基礎づけるとされる酩酊証拠を検察側が提示することは
可能である（Simester et al (n 15), at 718-9.）。

（49） こうした理解を前提とするものとして、Longhnan & Wake (n 16), at 117.
（50） See, Ormerod & Laird (n 16), at 317-8.
（51） Card & Molloy (n 23), at 650は、対極の結論を示唆する酩酊証拠を無視す
ることで、メンズ・レアに関する誤った推論を前提に有罪とすることに疑問を
呈する。

（52） Ormerod & Laird (n 16), at 317-8.
（53） Simester et al (n 15), at 718.
（54） Ormerod & Laird (n 16), at 318.
（55） [1977] AC 443, 471 (citing Lord Simon’s opinion in Morgan [1976] AC 182, 
216.).
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意思犯罪に分類される。これに対して、同判決における Simon 裁判官
の意見によれば、特定意思犯罪とは、メンズ・レアを立証する際に「目
的性のある要素（purposive element）」についての証明が必要なものと
位置づけられる

（56）
。たとえば、窃盗目的の住居侵入（burglary）の場合には、

建物に侵入することがアクトゥス・レウスとなるが、侵入時に行為者が
窃盗目的を有していたことが立証される必要があるために、特定意思犯
罪に位置づけられる。
　この問題について、1981年の Caldwell 判決

（57）
では、軽率性で足りる犯

罪類型の場合には、任意酩酊はメンズ・レア欠如の証拠として用いるこ
とはできないとの解釈が提示された。同判決の事案で問題となった加重
器物損壊罪（1971年刑事毀棄法（Criminal Damage Act 1971）１条２項
の罪）では、器物損壊と他者の生命危殆化の両者について意図ないし軽
率が要求されている。この場合に、軽率で足りる犯罪類型で検察が訴追
する場合には、他者の生命危殆化のリスクを被告人が認識していなかっ
たという事実は、しらふ・・・であれば認識できたといえるかぎり考慮されな
いことになる。
　同判決によれば、軽率性で足りるとされる犯罪はすべて一般意思犯罪
に分類される。このことから、1971年法１条２項については、検察が意
図を要求する犯罪類型についてのみ言及し、軽率性について言及しな
かった場合には酩酊証拠に依拠したメンズ・レア不存在の主張が可能と
なるが、そうした場面を観念することは困難である

（58）
。他方で、ある犯

罪の中で要求されている唯一の主観的要素が意図の形式で明記されてい
る場合（窃盗罪における不法領得の意思（intention permanently to 
deprive）など）は、特定意思犯罪に分類される。
　Caldwell 判決については、任意酩酊証拠の提出数を減少させた点に
実務上の意義が認められる。一般意思犯罪（同判決によれば、軽率性で
足りる犯罪類型）で訴追された場合に、任意酩酊であったことの証拠を
提出することは、メンズ・レアを立証する検察の責任を事実上免除する

（56） [1977] AC 443, 478 (Lord Simon).
（57） [1982] AC 341 (HL).
（58） Mackay (n 29), at 150.
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ことになり、被告人にとって致命的となるからである
（59）

。
　これに対して、2007年の Heard 判決

（60）
では、2003年性犯罪法（Sexual 

Offences Act 2003）3条における強制わいせつ罪（sexual assault）の法
的性質が問題となった。同罪の立証には接触が意図的であったこと

（intentional touching）が要求されるが、他の要素については意図まで
は要求されていない。控訴院は、強制わいせつ罪における意図的な接触
は外部的意図と目的性を有する意図のいずれも要しないことを理由に、
同罪を一般意思犯罪に分類した

（61）
。

　このように、Heard 判決では、特定意思とは外部的意図（ulterior 
intent）と目的性を有する意図（purposive intent）の両者から構成され
るとする Majewski 判決の立場が踏襲されたものの、意図以上の要素が
要求されている場合であっても、特定意思犯罪とはならない例があるこ
とが示された

（62）
。具体的には、同一の犯罪類型の中でも、ある犯罪要素

は特定意思を要するが、それ以外の犯罪要素は一般意思で足りる場合が
観念され、後者の有無が争われる場合である

（63）
。他方で、アクトゥス・

レウスを超過する要素が軽率性（recklessness）で足りるものであった
としても特定意思犯罪とされる余地があるとされ、他者の生命危殆化に
ついて軽率でありつつ、意図ないし軽率によって器物損壊に及ぶ例

（64）
を

用いながら、当該犯罪では他者の生命を実際に危殆化することは要求さ
れず、そうしたリスクを有すると被告人が考えていた器物損壊行為のみ
が要求されているとして、こうした場合には特定意思犯罪に分類される

（59） Id. at 151. もっとも、Caldwell 判決では、要求されるメンズ・レアが軽率
性で足りる犯罪は一般意思犯罪とされることが明らかとされたが、特定意思
犯罪についての定義は不明確なまま残されることになった（Card & Molloy (n 
23), at 656-7.）。

（60） [2007] EWCA Crim 125 (CA).
（61） Card & Molloy (n 23), at 657.
（62） Id.
（63） Simester et al (n 15), at 717.
（64） 他人の生命危殆化について軽率性を有する器物損壊罪（1971年刑事毀棄法
１条２項の罪）。
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との理解を提示している
（65）

。
　このように、特定意思犯罪と一般意思犯罪の区別について判例は、①
外部的意図（犯罪の客観的成立要件を超過する主観的要件）を要求する
犯罪を特定意思犯罪とするアプローチ、②目的性を有する意図の立証が
必要な犯罪を特定意思犯罪とするアプローチ、③犯罪の主観的要件とし
て意図や認識、不誠実さ（dishonesty）が要求される場合には特定意思
犯罪、軽率性や過失、無過失責任などそれ以下の責任形式の場合には一
般意思犯罪とする形式的アプローチを提示しているが、両者の区別に関
する実務運用を整合的に説明可能な統一的な基準は存在しない

（66）
。

　たとえば、謀殺罪（murder）が特定意思犯罪に分類されることは実務
上確立しているが、謀殺罪の主観的要件としては重大な身体傷害を生じ
させる意図で足りるため、メンズ・レアがアクトゥス・レウス全体を超
過する必要はなく

（67）
、目的要素も不要である

（68）
。このことから、外部的意

図や目的性を有する意図を区別基準とする上記の①および②のアプロー
チからは、全ての犯罪類型を整合的に説明できない。また、一般意思犯
罪と特定意思犯罪を形式的に区別する試みも Heard 判決によって否定
されるに至っている

（69）
。

　外部的意図や目的性を有する意図が要求される場合には特定意思犯罪
だが、それ以外の場合には一般意思犯罪と特定意思犯罪のいずれにも分
類されうるため、これらの要件は一般意思・特定意思犯罪の区別のため
の必要条件ではあっても十分条件ではない

（70）
。両者の区別については、

理論でなく政策判断に基づく場合が多いため、実務における判断を前提

（65） Simester et al (n 15), at 715.
（66） 鈴木義男「英米法における酩酊と刑事責任（二）」警察研究30巻２号（1959年）
31頁以下は、わが国における主観的違法要素という観念と「特定意思」との近
接性を指摘する。

（67） Simester et al (n 15), at 715.
（68） Ormerod & Laird (n 16), at 319.
（69） Id.
（70） Simester et al (n 15), at 716. 他方で、軽率性やそれより下位の責任類型で足
りるとされる犯罪の場合には、一般意思犯罪に位置づけられる。
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とした帰納的なアプローチが妥当とされる
（71）

。以下では、一般意思犯罪
と特定意思犯罪について、代表的な犯罪類型を例示しておきたい。
　まず、一般意思犯罪の例としては、非故意故殺罪（involuntary man-
slaughter）

（72）
、強制わいせつ罪（sexual assault）

（73）
、犯意のある重傷害罪

（maliciously wounding or inflicting grievous bodily harm）
（74）

、現に身体
傷害を惹起した暴行罪（assault occasioning actual bodily harm）

（75）
、職務

中の警察官に対する暴行罪（assaulting a constable in the execution of 
his duty）

（76）
、他人の自動車の無断使用（taking a conveyance without 

lawful authority）
（77）

、意図以外の主観的要素に基づく器物損壊罪（reckless 
criminal damage）

（78）
、意図以外の主観的要素に基づく放火罪（reckless 

arson）
（79）

、他者の生命危殆化について軽率性を有する器物損壊罪（criminal 
damage being reckless as to endangering another’s life）

（80）
、他者の生命

危殆化について軽率性を有する放火罪（arson being reckless as to en-
dangering another’s life）

（81）
、不法監禁罪（false imprisonment）および誘

拐罪（kidnapping）
（82）

が挙げられる。さらに、Heard 判決のロジックによ
れば、強制わいせつ罪だけでなく、外部的意図や目的性を有する意図を
要求しない強姦や強制性交（肛門性交など）、他者を性的行為に従事さ

（71） Ormerod & Laird (n 16), at 321. 理論的な基礎づけや一貫性を欠いているに
もかかわらず、Majewski 判決で提示されたアプローチが実務では受け入れら
れており（Id.）、両者の区別について実務は混乱せず、適切に運用されている
と指摘される（Simester et al (n 15), at 716.）。

（72） Lipman [1970] 1 QB 152 (CA). 「 犯 意 の あ る（malicious）」と は、 意 図
（intention）と軽率（recklessness）の両者を含む概念である。
（73） Heard [2007] EWCA Crim 125.
（74） Sullivan [1981] Crim LR 46 (CA).
（75） Bolton v Crawley [1972] Crim LR 222 (DC).
（76） Majewski [1977] AC 443.
（77） MacPherson [1973] RTR 157 (CA).
（78） 1971年刑事毀棄法１条１項の罪。
（79） 1971年刑事毀棄法１条１項および同条３項の罪。
（80） 1971年刑事毀棄法１条２項の罪。
（81） 1971年刑事毀棄法１条２項の罪
（82） Hutchins [1988] Crim LR 379 (CA).
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せる犯罪類型はすべて、一般意思犯罪に位置づけられる
（83）

。
　他方で、特定意思犯罪の例としては、謀殺罪（murder）

（84）
、意図に基づ

く重傷害罪（wounding or causing grievous bodily harm with intent）
（85）

、
意図に基づく器物損壊罪（criminal damage with intent）

（86）
、建造物等を

焼損する意図を有する放火罪（arson with intent to damage property）
（87）

、
他者の生命危殆化の意図を有する器物損壊罪（criminal damage with in-
tent to endanger another’s life）

（88）
、他者の生命危殆化の意図を有する放

火罪（arson with intent to endanger another’s life）
（89）

、窃盗罪（theft）
（90）

、
強盗罪（robbery）、窃盗目的の住居侵入罪（burglary with intent to steal）、
盗品関与罪（handling stolen goods）

（91）
、犯罪が未遂に終わった場合

（92）
が挙

げられる。
　特定意思犯罪の多くについては、（謀殺罪に対する故殺罪などのよう
に）代替となる一般意思犯罪が存在しており、後者の法定刑が類型的に

（83） Simester et al (n 15), at 716. たとえば、強姦罪（2003年性犯罪法１条）、挿
入による性的暴行（同法２条）、13歳未満の児童への強姦（同法５条）、13歳未
満の児童に対する強制わいせつ（同法７条）などが挙げられる。これに対し
て、「性的満足を得る目的」といった外部的意図が要求される犯罪類型（たとえ
ば、16歳未満の児童の面前での性的行為（同法11条）など）や、性犯罪の準備
的行為（たとえば、性犯罪目的での不法侵入（同法63条）など）は、特定意思犯
罪に位置づけられることになる。Card & Molloy (n 23), at 657. 他方で、共犯
者（accomplice）については、幇助や教唆の意図を判断する際に、一般意思犯
罪と特定意思犯罪とを問わず、任意酩酊証拠を考慮することが可能とされる

（Clarkson [1971] 3 ALL ER 344 (C-MAC).）。
（84） Beard [1920] AC 479 (HL); A-G for Northern Ireland v Gallagher [1963] AC 
349 (HL).

（85） Bratty v A-G for Northern Ireland [1963] AC 386, 410 (HL).
（86） 1971年刑事毀棄法１条１項の罪。
（87） 1971年刑事毀棄法１条１項および同条３項の罪。
（88） 1971年刑事毀棄法１条２項の罪。
（89） 1971年刑事毀棄法１条２項の罪。これらの例については、Caldwell (n 57)
が先例として機能している。

（90） Ruse v Read [1949] 1 KB 377 (DC).
（91） Durante [1972] 3 ALL ER 962 (CA).
（92） Majewski [1977] AC 443, 483 (Lord Salmon).
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軽いことから、特定意思犯罪で訴追された被告人が犯行時に任意酩酊状
態にあった場合に部分的な免責の抗弁として機能している

（93）
。しかし、

窃盗罪のように、対応する一般意思犯罪を欠く特定意思犯罪も存在する
ため、こうした理由付けも十分とはいえない

（94）
。

　また、Heard 判決で指摘されたように、立証されるべきメンズ・レア
が２つ以上の要素から構成される場合には、一般意思と特定意思という
区別は過度に単純化したものとなる

（95）
。特定意思犯罪が特定意思とそれ

以外の要素によって構成される場合には、特定意思を有するが任意酩酊
によって他の心理的要素を欠く被告人について、任意酩酊ルールが適用
される結果有罪たりうることになる

（96）
。同判決の傍論においても、一般

意思と特定意思といった画一的な区別が全ての犯罪類型において可能な
わけではないと指摘されており

（97）
、両者の区別は各犯罪で要求されるメ

ンズ・レアの主要部分（predominant part）の性質を示すにすぎないこ
とになる

（98）
。

③　一般意思犯罪における危険／非危険薬物の区別
　さらに、訴追された犯罪が一般意思犯罪の場合には、摂取した物質の

「危険性」（行動を予測不可能にしたり、攻撃性を生じさせたりすること）
について、一般に認知されているかが問題とされる。リーディングケー
スの Bailey 判決と Hardie 判決では、任意酩酊状態で一般意思犯罪を犯

（93） Ormerod & Laird (n 16), at 322.
（94） Card & Molloy (n 23), at 660.
（95） Id.
（96） Id. たとえば、正当な逮捕を妨げる意図を有する傷害罪（1861年対人犯罪法
18条）において、要求されるメンズ・レアは「犯意をもって（maliciously）」（意
図ないし軽率によって）身体傷害を加えることであり、他者による正当な逮捕
を妨げる外部的意図が必要となる。このことから、当該犯罪で訴追された被告
人は、正当な逮捕を妨げる意図を欠いていた点については任意酩酊証拠に依拠
することが可能だが、警察官に傷害を負わせる危険を伴う点の認識を欠いてい
た点については、任意酩酊証拠は法的に関連性を欠くことになる（Id.）。

（97） Id.
（98） Id.
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したとしても、摂取した物質がアルコールや危険な薬物と同視できない
場合には、酩酊状態に陥る危険性を行為者が実際に認識していないかぎ
り有罪とはならないとの理解が示された。
　Bailey 判決

（99）
では、糖尿病の被告人がインスリン投与後に十分な食事

を摂らなかったことにより、低血糖症（hypoglycaemic episode）状態に
陥って重大な身体傷害（人身に対する犯罪法（Offences Against the 
Person Act）18条および20条の罪）を加えた事案について、事実審は、
被告人の無能力には自招性が認められるとして、犯行当時オートマティ
ズムの状態にあった旨の被告人側の主張を排斥し、同抗弁についての陪
審説示を認めなかった。これに対し、控訴審は、事実審が18条違反（特
定意思犯罪）について酩酊証拠の考慮を認めなかった点に加え、20条違
反（一般意思犯罪）についても自招性を根拠に酩酊証拠の考慮を陪審に
認めなかった点が誤りだとし、以下のように述べた。

「アルコールや危険な薬物を摂取することと、インスリン投与後の
低血糖症を避けるために食事を摂ることの間には、質的な差異があ
るというべきである。アルコールの過剰摂取やある種の薬物の投与
によって人が攻撃的になり、危険で予測不可能な行動につながるこ
とは一般に知られている。……しかし、インスリン投与後に食事を
摂らなかったことについて同様のことはいえない。その不作為に
よって攻撃的になり、予測不可能で制御不能な行為につながりうる
ことを理解しつつ、なおそうした危険を意図的に冒し、あるいは無
視した場合には軽率性（recklessness）が認められるだろう。しかし、
糖尿病患者間においてさえ、食事を摂らなかったことによってそう
した帰結が招かれうることは、一般的な常識とはいえない

（100）
。」

　Hardie 判決
（101）

では、こうした理解がさらに推し進められた。同判決に
おける被告人は、内縁の妻の住居に放火したことにより、他者の生命危

（99） [1983] 1 WLR 760 (CA).
（100） Longhnan & Wake (n 16), at 128; Mackay (n 29), at 153.
（101） [1984] 3 ALL ER 848 (CA).
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殆化の意図ないし軽率性を有する器物損壊罪
（102）

で訴追された。被告人は
犯行当時、神経を落ち着かせるために投与した鎮静剤（バリウム）の影
響によって酩酊状態に陥り、当該犯罪のメンズ・レアを欠いていたと主
張したが、事実審裁判官は当該犯罪が一般意思犯罪であることを前提に、
Majewski 判決と Caldwell 判決に依拠しつつこの主張を排斥した。しか
し、控訴院は以下のように述べて有罪判決を破棄し、主観的な軽率性を
なお問題とすべきとの立場を採用したのである。

「バリウムは、予測不可能性や攻撃性を生じさせる種類の薬物とは
明らかに異なる……ある薬物が単に催眠作用や鎮静作用を有するに
すぎない場合には、（アルコールによる酩酊や無能力、あるいは危
険な薬物の自己投与に起因するオートマティズムとは異なり）たと
え量的にいくらか過剰であったとしても、その投与によって、一般
的な犯罪においてメンズ・レア反証を目的とした酩酊証拠提出に対
する、『反証を許さない（conclusive）』推定が高まることはない

（103）
。」

　両判決により、Majewski 判決で示された任意酩酊ルールの射程は制
限されることになる

（104）
。すなわち、酩酊についての「反証を許さない推定」

ゆえにアルコールや危険な薬物を摂取した者はそのリスクを負い
（105）

、摂
取した物質の酩酊作用が一般に認知されている場合には、当該物質が行
為者自身に生じる影響について認識を欠いていたとしても、一般意思犯
罪の有罪判決は（メンズ・レアを欠いた場合でも）妨げられない。行為
者が当該物質を摂取したことの任意性が立証されればメンズ・レアは補
填され、一般意思犯罪の有罪判決は維持されることになる。これに対し、
酩酊作用が一般に認知されていない物質の場合には、攻撃性や予測不可
能性、他人の身体や財物を傷つけるリスクを生じさせるという意味にお

（102） 1971年刑事毀棄法１条２項の罪。
（103） [1984] 3 All ER 848, 853.
（104） Mackay (n 29), at 154.
（105） Id.
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いて、行為者が「軽率」であったかが別途問題となる
（106）

。行為者自身が過
去に同じような体験や症状を有する場合を除いて、酩酊物質の摂取に関
する「軽率性」の立証は検察側にとり困難となったと評される

（107）
。

第３項　小　括
　以上が、現在のイギリス判例法における任意酩酊ルールの概要である。
行為者が酩酊状態を招致して法益侵害結果についてのメンズ・レアを犯
行時に欠いていた場合には、Majewski 判決で提示された厳格な任意酩
酊ルールにより、特定意思犯罪については刑事責任を免れるが、一般意
思犯罪についてはしらふ・・・の状態でメンズ・レアを形成可能であったとさ
れるかぎり、当該犯罪のメンズ・レアは酩酊状態に陥った軽率によって
補填される。このルールの画一的な適用によって酷な帰結に至ることを
回避するために、摂取した物質の危険性が一般に認知されていない場合
には、酩酊招致の主観的な軽率性をさらに問題とする枠組みになってい
る。
　この任意酩酊ルールの当否はひとまず措くとして、犯行時に酩酊状態
に陥っていた場合には、（他の精神状態に関する抗弁を援用することが
通常不可能となるため）メンズ・レア欠如の主張を軸に議論が展開され
ている。この点、任意酩酊状態で生じた不慮の事故や、酩酊の影響によっ
て正当化事情・免責事情に関する錯誤があった場合の扱いについて、判
例の立場は錯綜した状況にある。以下、必要な限度でこの問題を検討す
る。

第４節　通常の任意酩酊ルールが適用されない場合
第１項　任意酩酊に起因する不慮の事故（accidental act）
　訴追された犯罪が一般意思犯罪であっても、酩酊状態でよろめいて他
者にぶつかった場合などは、任意酩酊証拠に依拠して「不慮の事故

（106） Id. 無能力に陥ることについての一般的な「軽率性」のみではなく、犯行当
時どういった反応に出うるかについて、行為者自身が認識していた点の立証が
求められる。

（107） Id.
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（accident）」であったと主張することは可能である
（108）

。こうした場合には、
しらふ・・・だった場合に関連するリスクを予見できたといえる程度に、当該
行為が酩酊の影響を受けていたかがポイントとなるが、以下に見る
Brady 判決のように、当該行為が酩酊によって部分的に説明可能な場合
の処理が問題となる

（109）
。

　Brady 判決
（110）

は、アルコールと薬物を任意摂取した被告人がナイトク
ラブのバルコニーの柵に立っていたところ、落下して下にいたダンサー
に後遺症の残る傷害を負わせた事案について、事実審で重傷害罪

（111）
の有

罪判決を受けた被告人が上訴したものである。バルコニーの柵に立ち上
がる行為とそこからの落下は、酩酊していなければ生じなかったと言え
るが、事実審における争われ方により控訴院は、（バルコニーの柵に立
ち上がるという明らかに軽率な事前の行為ではなく）被告人の落下自体
を基礎にこの事案を検討することが求められた。控訴院は、本件は
Majewski 判決の射程に入らず、柵からの落下は任意性を欠く事故で
あったとした被告人の主張を受け入れた。
　控訴院の判断に対しては、バルコニーの柵に立ち上がるという落下に
先行する行為を裁判所が考慮することができたならば、異なったものに
なりえたとの指摘がなされている

（112）
。その場合には、柵から落下して他

人を傷つけるリスクについて、しらふ・・・ならば予見することができたかが
問題とされ、当該犯罪について有罪となり得たからである

（113）
。

（108） Card & Molloy (n 23), at 651.
（109） Simester et al (n 15), at 720.
（110） Brady [2006] EWCA Crim 2413 (CA).
（111） 1861年対人犯罪法（Offence Against the Person Act 1861）20条の罪。
（112） Simester et al (n 15), at 720.
（113） Id. 先述した Heard 判決でも、控訴院は Brady 判決と同様の理解を示して
いる。Heard 判決では、本件では性器を意図的に被害者に擦りつけていること
は明らかとしつつ、傍論中で、当該犯罪が一般意思犯罪だとしても、事実審裁
判官による「接触は故意による（deliberate）ものでなければならない」との説
示は正しいとされた。任意酩酊に起因する不慮の行為

・・
（accidental act）では、

刑事責任を課すのに不十分というのが理由である。Heard 判決以降は、行為者
が故意に腕を伸ばして被害者の性器に触れたものの、過度に酩酊していたため
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　このように、訴追された犯罪が一般意思犯罪であっても不慮の事故の
場合には刑事責任を免れる余地を認めることにより、一般意思犯罪に対
する判例法の厳格な立場は幾分緩和されることになるが

（114）
、任意酩酊状

態における不慮の事故（accidental act）と、任意酩酊によって生じたオー
トマティズム状態でなされた行為

（115）
の区別は困難であり、こうした類型

を認めることについて批判的な学説も散見される
（116）

。

第２項　酩酊による正当防衛状況等の錯誤
　他方で、任意酩酊によって正当防衛等

（117）
が可能な状況だと誤信してい

た場合には、特定意思犯罪のメンズ・レア欠如の主張において任意酩酊
証拠の提出を許容する通常のルールは適用されない

（118）
。

　O’Grady 判決
（119）

では、任意酩酊の影響により、侵害者からの攻撃に対
して自己を防衛するために侵害者を殺害する必要があると誤信した場合
には、仮に認識内容が事実であれば行為者の行為は合理的であり、それ
ゆえ不法に殺害する意図や重大な身体傷害を与える意図を有さなかった
としても謀殺罪（特定意思犯罪）で有罪となりうることが示された

（120）
。

　同判決では、被害者と大量に飲酒した後にともに寝入っていた被告人
が、被害者が自分に殴りかかってきていると誤信して、起き出して被害
者を殺害した事案の扱いが問題となった。被害者には鈍器や鋭器によっ

に被害者が近くにいたと認識していなかったり、熊のぬいぐるみを触っていた
などと主張した場合には、2003年性犯罪法３条の下では、メンズ・レア欠如の
主張となるため酩酊証拠に依拠することはできない。これに対して、行為者が
酩酊状態でつまずいたところ被害者に偶然ぶつかった場合には、同法の下では
有罪判決を下すことができなくなる。

（114） Card & Molloy (n 23), at 652.
（115） 一般意思犯罪では通常、刑事責任を免れない。
（116） E.g. Card & Molloy (n 23), at 652-3.
（117） 具体的には、自己防衛（self-defence）、他人防衛（defence of another）、財
産防衛（defence of property）、犯罪の阻止（prevention of crime）や逮捕時の
援助（assisting in arrest）が含まれる。

（118） Card & Molloy (n 23), at 653.
（119） O’Grady [1987] QB 995 (CA).
（120） Card & Molloy (n 23), at 653.
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て生じた創傷があり、被告人は謀殺罪で訴追されたが事実審では非故意
故殺罪（involuntary manslaughter）で有罪となった。控訴審は被告人
の主張を退けたうえで、自己防衛に関する限り、任意酩酊によって生じ
た侵害の誤想には依拠できないと結論づけ、このルールは謀殺罪などの
特定意思犯罪のみならず、非故意故殺罪といった一般意思犯罪にも適用
されることが示された

（121）
。

　本件では、非故意故殺罪（一般意思犯罪）の有罪判決が維持されたた
めに、通常の任意酩酊ルールと結論において整合性を保っているが、謀
殺罪などの特定意思犯罪において正当防衛状況等の誤信がある場合に
は、任意酩酊ルールと矛盾が生じることになる

（122）
。謀殺罪のメンズ・レ

アは不法に人を殺害する意図ないし重大な傷害を負わせる意図（inten-
tion to unlawfully to kill or do grievous bodily harm）であり、特定意思
を要求するものと解されている。酩酊状態において人をマネキンだと誤
信して殺害することと、攻撃を加えられていると誤信してその者を殺害
することとの間で、有責性に差を設けることの合理性については疑問が
呈されている

（123）
。

　通常の任意酩酊ルールによっても、少なくとも一般意思犯罪（非故意
故殺罪）では有罪となることから、任意酩酊に陥った犯罪者から社会を
防衛するという裁判所の政策は実現される

（124）
。このことから、同判決に

よって裁判所は、Majewski 判決で示された社会防衛的な枠組みをさら
に推し進めたと評されている

（125）
。

（121） イギリスの判例法では、正当防衛状況に関する誤想はその合理性を問わ
ないとする立場が採られているが（Gladstone Williams (1984) 78 Cr Ap R 276 
(CA).）、こうした理解は任意酩酊の場合には適用されないことが本判決によっ
て示された。

（122） Card & Molloy (n 23), at 654.
（123） Id.
（124） Id. at 655.
（125） E.g., [1987] QB 995, 1000. O’Grady 判決で示された任意酩酊に起因する正
当防衛状況等の誤想に関する扱いは、2008年刑事司法及び入国管理法（Criminal 
Justice and Immigration Act 2008）76条５項によって明文で規定されることに
なった。同条の下では、正当防衛等について、たとえ行為者の認識内容が不合
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第３項　酩酊による被害者の同意に関する錯誤
　さらに、任意酩酊の影響により、被害者の同意について誤信していた
場合には、正当防衛状況等の誤信とは異なる処理がなされている。
　Aitken 判決

（126）
において軍法会議控訴院は、犯意のある重傷害罪（一般

意思犯罪
（127）

）で訴追された被告人について、酩酊していなければ傷害のリ
スクを予見できたといえる場合には有罪たりうるとした上で、傷害につ
き被害者が同意していたという行為者の誤った認識により、認識内容の
合理性を問わず刑事責任から免れるとした原審の判断を是認した。同判
決は、行為者の認識内容を評価する際に任意酩酊証拠を考慮することの
可否について触れなかったが

（128）
、1999年の Richardson and Irwin 判決

（129）
に

おいて控訴院は、Aitken 判決や本件のような事情の下では、任意酩酊
証拠は、被害者の同意について行為者が認識していたかを判断する際に
考慮されうると傍論中で述べている

（130）
。その結果として、行為者が非致

死的な暴力犯罪で訴追され、被害者が同意していたものと誤信していた
ために（不法な・・・身体傷害という）メンズ・レアの欠如を主張する場合には、
一般意思犯罪と特定意思犯罪を問わず、当該傷害行為の不法性を認識し
ていたかの判断に際し、任意酩酊証拠を考慮することが可能となる

（131）
。

理なものであったとしてもそれを参照しながら当該行為の適法性が判断される
という、通常の誤想防衛のルールは任意酩酊の場合に適用されないことになる。
なお、心神喪失者が妄想の影響により誤想防衛類似の状況にあったと誤信して
いた場合にも、誤想防衛の主張をすることはできない（心神喪失の主張に限定
される）。Card & Molloy (n 23), at 653.

（126） [1992] 1 WLR 1006 (C-MAC).
（127） 1861年対人犯罪法20条違反の罪。犯意のある重傷害罪では、不法な身体傷
害を与えることについて意図ないし軽率を有することがメンズ・レアとして要
求される。被害者による有効な同意が存する場合には、身体傷害は不法でない
と解され、同意が正当化要素として理解されている。本件では、耐火性のある
飛行服を着用していた被害者による、服に着火されることについての同意が問
題となった。

（128） Card & Molloy (n 23), at 655.
（129） [1999] 1 Cr App R 392 (CA).
（130） Card & Molloy (n 23), at 655.
（131） Id.
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　被害者の同意が正当化要素に位置づけられることからすれば、同意に
関する錯誤をめぐる上記の理解は、正当防衛状況等の誤信に関する O’
Grady 判決と相容れない

（132）
。謀殺罪のような特定意思犯罪で訴追された

場合には、任意酩酊によって正当防衛等が可能な状況だと誤信していて
も有罪とするのが可能なのに対し、犯意のある重傷害罪（1861年法20条）
のような一般意思犯罪であっても被害者の同意について誤信していた場
合には、任意酩酊証拠は関連性をもちうるからである

（133）
。

第４項　酩酊による免責事由に関する錯誤
　特定の犯罪類型において、行為者の認識内容に基づく免責事由が規定
されている場合には、行為者の認識内容の合理性は通常問題とならない。
Jaggard 判決

（134）
では、任意酩酊に基づいて非合理的な認識内容が形成さ

れた場合でも同様であることが示された
（135）

。同判決の事案の概要は以下
の通りである。
　アルコールの影響により酩酊していた被告人は、友人宅のドアをノッ
クしたものの返事がなく、留守の場合には窓ガラスを割って室内に入る
ことを友人が同意していると酩酊の影響により誤信し、被害者宅の窓ガ
ラス2枚を割って侵入したうえ同宅のカーテンを毀損した（その家屋は、
実際には友人のものではなかった）。1971年刑事毀棄法５条は、所有者
が損壊に同意していたと行為者が真に（honestly）考えていた場合には、
その認識内容の合理性を問わず免責事由たりうることを規定し、被告人
は同条の抗弁事由に該当すると主張したが、事実審（治安判事裁判所）
は任意酩酊によって当該認識内容が形成されたことを理由に当該抗弁へ
の依拠を許容せず、被告人は意図ないし軽率による器物損壊罪（一般意
思犯罪）で有罪となった。
　これに対して、控訴審（高等法院）は、被告人は自身の酩酊状態を意
図や軽率の推認を妨げるために用いておらず、1971年法５条の下で抗弁

（132） Id.
（133） Id. at 656.
（134） [1981] QB 527 (DC).
（135） Card & Molloy (n 23), at 661.
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に依拠可能な認識内容を推認させるために用いたにすぎないため、訴追
された犯罪が一般意思犯罪であることは無関係だとして被告人の主張を
受け入れた。高等法院は、認識内容の合理性を問わないという1971年法
５条３項における文言を重視し、任意酩酊に起因する不合理な認識内容
であっても免責は可能との立場を採用したのである。こうした理解を前
提とすれば、軽率による器物損壊罪（一般意思犯罪）で訴追された場合
には、財物を毀損する意図がなかった（あるいは自分のものだと考えて
いた）と主張するために任意酩酊証拠に依拠することは不可能だが、被
害者の同意に関する錯誤については任意酩酊証拠に依拠しながら1971年
法５条２項の抗弁を主張することが可能という、不可解な区別がなされ
ることになる

（136）
。

　Jaggard 判決における理由付けは、1971年法５条３項のような明文規
定を欠く場合にも適用可能に見受けられるが

（137）
、同判決において Mustill

裁判官は、こうした理解は1971年法５条２項における「認識内容に基づ
く免責（belief excuse）」および、同条３項のような明文規定を伴う他の
犯罪類型における「認識内容に基づく免責」においてのみ、同判決の内
容は適用されるとしており、射程を限定している点が注目される

（138）
。

　実際にも、Magee 判決
（139）

において Elias 裁判官は、免責事由に関する
錯誤について、正当防衛状況等に関する錯誤と異なる扱いをすることの
妥当性に疑問を投げかけている

（140）
。本判決で争われた1988年道路交通法

170条４項違反（交通事故の不申告）の罪については従前から、事故を認
識していなかった場合には抗弁たりうると裁判所によって解釈されてき
た。被告人は Jaggard 判決に依拠しながら、任意酩酊に起因するもの
であっても当該状況に関する錯誤は事故について認識を欠く場合に抗弁

（136） Id. at 663.
（137） 実際にも、Young 判決（[1984] 2 All ER 164 (C-MAC).）において軍法会議
控訴院は、こうした明文規定を欠く場合にも、被告人の認識内容に基づく抗弁
を任意酩酊の場合に認める立場を示している。

（138） Card & Molloy (n 23), at 662.
（139） [2014] EWHC 4089 (Admin) (DC).
（140） このことから、Jaggard 判決に類似の事案が控訴院で争われた場合には、
同判決の内容は維持されないと予測されている。Card & Molloy (n 23), at 662.
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たり得ると主張したが、事故の認識の欠如が任意酩酊に起因する場合に
同様の解釈を採ることはできないとして、高等法院は原審の有罪判決を
維持したのである。
　Magee 判決の法廷意見では、1971年刑事毀棄法５条の抗弁は当該法
律の範囲内においてのみ援用可能であって Jaggard 判決の射程は狭く
解されるべきなのに対し、交通事故の不申告については、事故が起きれ
ば運転者はそれに気づいたはずだという自然な推論を反証する責任を被
告人が負うことを前提に、錯誤の理由として酩酊を引き合いに出すこと
を認める解釈は不適切であるとされた

（141）
。このようにして、酩酊による

免責事由の錯誤に関する Jaggard 判決の理解は、不合理な認識内容を
根拠とした免責を明文で規定していない場合には援用できないことに
なる
（142）

。

第５項　小　括
　本節では、通常の任意酩酊ルールが適用されない場面として、①酩酊
下の行為が不慮の事故と捉えられる場合、②酩酊に起因する正当化事由・
免責事由に関する錯誤を有する場合を取り上げた。これらの場面では、
一般意思犯罪と特定意思犯罪の区別はなされず、等しく扱われる。しか
し、①の場合には、任意酩酊状態における不慮の事故と任意酩酊によっ
て生じたオートマティズム状態でなされる行為の区別が困難であること
から、一般意思犯罪で訴追された場合には両者を振り分ける基準が別途
問題となる。他方で、②の場合には、㋐正当防衛状況等の錯誤と、㋑傷
害罪および器物損壊罪における被害者の同意に関する錯誤とで任意酩酊
の扱いを異にしているが、㋐については謀殺罪など特定意思犯罪に関し
てメンズ・レア欠如の（通常の）主張に比して厳格な扱いが、㋑につい
ては一般意思犯罪に関して寛大な扱いがなされている。このことから、
正当化事情や免責事情に関する錯誤を事実の錯誤に位置づける一般的な

（141） [2014] EWHC 4089, [35].
（142） Card & Molloy (n 23), at 663. これに対し、強制など、行為者の認識内容に
合理性が要求される他の抗弁の場合には、酩酊下の認識内容は通常、非合理的
と解されるために免責は不可能となる。
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理解
（143）

を前提とした場合には、メンズ・レア欠如の主張との間で扱いを
異にする根拠を見出すことは困難となる。

第５節　検討：任意酩酊ルールに対する原理的な批判
　以上、本章では、イギリス判例法における酩酊の地位について概観し
た。Majewski 判決で提示された任意酩酊ルールに対しては、特に一般
意思犯罪の場合に事実の構成要素が刑事責任の評価において重視され
ず、個人責任の原理から逸脱しているとして学説から批判が向けられて
いる
（144）

。酩酊に陥ることの軽率性は、通常の精神状態の場合に暴行罪の
成立に必要な軽率性とは異なるからである

（145）
。前者の軽率性は、行為者

がアルコールや薬物によって理性や判断力による抑制を取り払うことに
関する落ち度であり、通常の犯罪成立に必要な軽率性とは内容を異に
する
（146）

。任意酩酊ルールを前提とした場合には、原因行為時の任意酩酊
は結果行為時における特定のリスク予見（軽率性）と同視され、場合に
よっては結果行為時における意図的な行為とも同視されることになる

（147）
。

（143） もっとも、責任（免責）事情に関する錯誤の位置づけについては、争いが
ある。この点については、松原芳博「刑法における責任事情の錯誤」『浅田和茂
先生古稀祝賀論文集［上巻］』（成文堂、2016年）359頁以下参照。

（144） E.g., Longhnan & Wake (n 16), at 117; Mackay (n 29), at 149. たしかに、同
判決中の Salmon 裁判官の意見によれば、同判決で問題となっていたのは、任
意に飲酒した事実に基づいて被告人がメンズ・レア欠如の主張を提起できるか
という問題であったが、傍論中の他の部分では、被告人が任意に飲酒した事実
によって当該犯罪のメンズ・レアが擬制され、刑事責任を負うとする理解が提
示されている（Ormerod & Laird (n 16), at 316.）。

（145） Simester et al (n 15), at 718.
（146） Id.
（147） J Child, ‘Prior Fault: Blocking Defences or Constructing Crimes’, in A 
Reed & M Bohlander (with N Wake & E Smith) (eds), General Defences in 
Criminal Law－Domestic and Comparative Perspectives (Routledge, London 
2014), at 46. 任意酩酊ルールが有する問題性について、Ormerod & Laird (n 
16), at 316-7は、①酩酊に陥ることの過失や軽率性（行為者の「事前責任（prior 
fault）」）によって当該犯罪に必要なメンズ・レアが補填されるとする点、②酩
酊に陥ることの落ち度（fault）と犯罪のアクトゥス・レウスが同時存在してい
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　こうした原理的批判にもかかわらず、任意酩酊ルールが裁判所によっ
て維持されてきた背景には、任意酩酊の場合に端的に無罪とすることへ
の抵抗がある一方で、例外的なケースではメンズ・レア欠如による無罪
の余地を認める必要性が挙げられる

（148）
。この点について、鈴木義男は以

下のように述べる。

「酩酊者の犯罪行為としらふ・・・の者の犯罪行為とはその性質の異なる
ことが明らかにされるにつれて、酩酊は抗弁にならないという原則
を厳格に維持することが、近代人の正義感情からはやや過酷に感じ
られる反面、酩酊中の犯罪行為を処罰しないで放置しておくことが、
社会の安全に対してなお大きな危険感を與えるという面を否定でき
ないとすれば、こういう相反する要請の間に妥協をはかり、酩酊中
にもつとも行われ易いマーダーや加重傷害の刑を減軽するための法
技術的な方法として、次第にこの理論が形成されることになつたと
みることができよう

（149）
。」

　Bailey 判決と Hardie 判決では、酩酊に陥ることの主観的な軽率性を
問題とすることで Majewski 判決の射程は限定され、治療目的で薬物を
摂取した者について、Majewski 判決で提示された社会防衛的な枠組み
に従わせなかった点で肯定的評価がなされている

（150）
。Bailey 判決の事案

ないにもかかわらず、事前責任に基づくメンズ・レアの補填を許容する点、③
酩酊に陥ることの責任の程度（酩酊についての予見や認識）と当該犯罪に必要
とされる責任形式（当該犯罪類型における予見や認識の程度）に対応関係が求
められていない点、④故意犯の「原因において自由な行為」の場合（原因行為
時に法益侵害結果についての意図がある場合）と酩酊に陥ることの予見や認識
を欠く場合が区別されない結果、酩酊の悪質さが評価されていない点を挙げる。

（148） Mackay (n 29), at 150.
（149） 鈴木義男「英米法における酩酊と刑事責任（三）」警察研究30巻３号（1959年）
61頁。

（150） Mackay (n 29), at 155; Simester et al (n 15), at 722. もっとも、Hardie 判決
に対しては、リブリウム（Librium）やバリウム（Valium）といった鎮静作用の
ある薬物とアルコールが薬理学的な特性において異なるという誤った前提─
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では、被告人の低血糖状態は医師の指示に従っていれば避けることが可
能であり、非難を完全に免れることはできないが、糖尿病患者にとって
インスリンの摂取とその不安定な影響を制御することが一生涯に渡って
続く負担であることを裁判所が適切かつ同情的に確認したものと評さ
れる
（151）

。Hardie 判決では、被告人が神経を落ち着けるために精神安定剤
を摂取し、その目的が当該薬物の処方理由と同一であることが重視され
た。
　しかし、Hardie 判決では、バリウムの影響によってメンズ・レア欠
如に至ったと陪審が判断した場合には、バリウムの投与それ自体の軽率
性を判断する枠組みになっている

（152）
。このことから、Hardie 判決におけ

る判断枠組みは、（法益侵害結果についてのメンズ・レアではなく）酩
酊に陥ることの軽率性を問題としている点で、Majewski 判決と類似し
ている

（153）
。すなわち、危険性が一般に知られていない物質についても酩

酊に陥ることの軽率性が問題とされ、アクトゥス・レウスを生じさせる
ことの軽率性は問題とされていないために、酩酊それ自体の有責性を根
拠に犯行時のメンズ・レアを補填する思考枠組みはなお維持されている
のである

（154）
。Hardie 判決における「バリウムの摂取それ自体に軽率性が

認められるか」という問題設定からは、結果行為時の法益侵害とは無関
係な原因行為の危険性のみを考慮していることが示唆され、酩酊行為そ

─前者は「催眠作用（soporific effect）」を有する一方、後者は「攻撃性や暴力
性」を高めるという理解──が採られているが、精神安定剤とアルコールの生
理学上の特性は似通っており、中枢神経系の機能を鈍らせることによって効
果が生じる点で共通しているといった疑問（Simester et al (n 15), at 722.）や、
同じ薬物が路上において、脱抑制作用を楽しむために用いられていたとすれ
ば Majewski ルールが適用されていたのではないかとの疑念も提起されている

（Id.）。
（151） Simester et al (n 15), at 722.
（152） [1984] 3 All ER 842, 853.
（153） Mackay (n 29), at 156. Longhnan & Wake (n 16), at 128は、Hardie 判決と
Burns、Bailey、Quick 判決を対比的に取り上げている。

（154） E Macdonald, ‘Reckless Language and Majewski’, (1986) 6 Legal Studies 
239, at 247.
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れ自体の危険性を根拠にメンズ・レアを肯定しているとの批判からは逃
れることができない

（155）
。

　他方で、一般意思犯罪と特定意思犯罪の区別に関する統一的な基準が
不明確なまま残されている点についても、疑問が投げかけられて
いる
（156）

。裁判所は、外部的意図と目的性を有する意図という定義を組み
合わせて特定意思犯罪を定義づけているが、全ての場合に適用可能な一
般的な定義は未だ示されていない

（157）
。前節で概観したように、①酩酊下

の行為が不慮の事故と捉えられる場合や、②酩酊に起因する正当化事情・
免責事情に関する錯誤の場合には一般意思犯罪と特定意思犯罪の区別が
なされないために、通常のメンズ・レア欠如の主張との間に齟齬が生じ
ることになる。こうした食い違いは、政策的背景から導入された一般意
思犯罪と特定意思犯罪の区別がメンズ・レアの一般原理に反することを
示唆している。
　このように、イギリス判例法における任意酩酊ルールに対しては、刑
法の基本原理からの逸脱を正面から認めるものとして学説からの批判が
強い
（158）

。次章では、任意酩酊ルールの画一的な適用が困難となる別の場

（155） Mackay (n 29), at 169.
（156） Ormerod & Laird (n 16), at 318.
（157） Simester et al (n 15), at 716; Card & Molloy (n 23), at 657.
（158） 英国では現在でも厳格な任意酩酊ルール（Majewski ルール）が維持されて
いるが、他の連邦構成国では同ルールを廃止・修正する傾向にある。たとえ
ば、オーストラリア高等法院は O’Connor 判決（(1980) 146 CLR 64.）において
任意酩酊ルールを否定し、行為の任意性やメンズ・レアの有無については酩酊
の任意・不任意や一般意思・特定意思犯罪を問わず、酩酊証拠を許容する立場
を採用している（Longhnan & Wake (n 16) at 117.）。これにより、犯行時に酩
酊状態にあった被告人についても、通常のメンズ・レアの原則のもとで同様に
扱われることになるが、酩酊が問題となるのは暴力犯罪や公共物破壊の場合が
圧倒的に多く、暴行や傷害、器物損壊について要求されるメンズ・レアは単純
なもので、極限的に酩酊した者であっても形成することは可能との理解が前提
とされる（Simester et al (n 15), at 726.）。同様の立場は、カナダ（Daviault (1994) 
118 DLR (4th) 469.）やニュージーランド（Kamipeli [1975] 2 NZLR 610.）におい
ても採られている。
　なお、アメリカにおいても、犯行時にしらふ

・・・
であれば犯罪行為に出なかっ
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面として、酩酊が他の抗弁（心神喪失、オートマティズム）と交錯する
場合を題材として検討を加える。

第２章�　イギリス判例法における任意酩酊ルールの例外：他
の抗弁との競合

たという主張は抗弁たりえないとされ、単なる酩酊は責任能力基準の第一段
階要素（「精神の障害」）を満たさないため、通常は心神喪失抗弁に依拠する
ことが不可能とされる（W LaFave, Criminal Law (6th edn West Academic 
Publishing, Minnesota 2017), at 621.）。任意酩酊証拠の扱いについては各法域
で異なっており、半数近くの州の刑法典では酩酊が犯罪構成要素を否定する場
合に抗弁としての地位を認めて証拠提出を許容しているのに対し、残りの法域
では、任意酩酊の場合にはいかなる場合でも抗弁たりえないとし、場合によっ
ては当該犯罪の成立に必要な精神状態の欠如を立証する目的での酩酊証拠提
出を禁止している場合や、この問題について何ら触れていない場合もある（Id. 
at 621 (n 251).）。もっとも、アメリカの裁判例の多くは、酩酊に関する特別な
ルールを創出し、被告人が自身の行為の危険性を把握できなかった唯一の理由
が酩酊によるものであった場合には、軽率性で足りる犯罪では有罪たりうるこ
とが認められている（Id. at 627.）。模範刑法典においてもこうした立場が採ら
れており、自らの行為に付随する危険性を判断する人間の能力に過剰飲酒が与
える潜在的な危険の認識は、我々の文化において相当に普及したものであり、
酩酊行為者の行為によって作出された危険と酩酊状態において作出された危
険を一般に同一視しても不公正とはいえないことが論拠として挙げられる（Id. 
at 627-8.）。多くの法域における刑法の再法典化においても、模範刑法典のこ
の立場が採られている（Id. at 628.）。なお、模範刑法典の立場を前提とした場
合には、①酩酊が不任意の場合（アメリカ模範刑法典2.08条４項ａ号）、および、
②病的酩酊（摂取された酩酊作用を有する物質の分量からみて、行為者がそれ
ほどになるものとは知らなかった著しく過度の酩酊）の場合（同項 b 号）に、
心神喪失抗弁と同じ基準で免責される余地がある点でイギリス判例法の立場と
は異なっているが、③行為者が酩酊状態にあったことは犯罪成立要件が否定さ
れるのでない限り抗弁たり得ないこと（2.08条１項）、④責任条件として軽率を
要する罪については、行為者が、自招（self-induced）酩酊の結果、酩酊してい
なければ認識することのできた危険を認識しなかったときは、その認識の欠如
は犯罪の成立に影響しないこと（同条２項）、⑤酩酊それ自体は心神喪失抗弁
の第一段階要素としての「精神の疾患（mental disease）」に該当しないとされ
る点において、ほぼ同様の立場が採られている。
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　酩酊と他の抗弁が競合した場合にも、その判断手法について統一的な
解決策が提示されていない状況にある。その背景には、後述のように、
責任無能力の抗弁では当該精神状態の招致に関する行為者の有責性が問
題とされないのに対し、オートマティズムの抗弁や酩酊によるメンズ・
レア欠如の主張では、当該精神状態の招致に関する行為者の有責性を根
拠に刑事責任を肯定することが可能という形で、事前責任（prior fault）
の理解に差があることが挙げられる

（159）
。以下では、犯行時におけるアル

コールや薬物の直接的な影響の有無によって節を分けた上で、酩酊の主
張が他の抗弁と交錯した場合の判断枠組みについて検討する。

第１節　酩酊に起因する責任無能力・オートマティズム
　行為者が酩酊に陥り、その結果として別の異常な精神状態が生じた場
合には、「酩酊に基づく抗弁は許容しない」との原則から外れることが
可能となる

（160）
。アルコールや薬物の影響により、マクノートン基準の射

程に入る顕著な精神障害を発症した場合には、たとえその原因が任意酩
酊であっても刑事責任が否定される余地がある

（161）
。すなわち、飲酒によ

る急性の機能障害は「精神の障害に起因する理性の欠如」を構成しない
が、習慣的な飲酒や薬物摂取は振戦せん妄（delirium tremens）やアル

（159） たしかに、責任無能力の抗弁では「精神の障害」が内的要因に基づくこと
が要件とされ、責任無能力状態の招致について行為者が有責な場合（飲酒・薬
物など）の多くは「精神の障害」該当性が否定される。しかし、内的要因に基
づくことと責任無能力状態の招致について行為者が有責でないことは完全には
一致しないため、事前責任の扱いに関して他の抗弁と差異が生じることになる。

（160） Simester et al (n 15), at 723-4.
（161） Card & Molloy (n 23), at 664. 責任無能力の抗弁は一般意思犯罪と特別意思
犯罪を問わず、すべての場合に主張可能である。オートマティズムの抗弁につ
いても、Stripp 判決（(1978) 69 Cr App R 318 (CA)）では、酩酊中に転倒して
脳震とうを生じた場合について、当該精神状態を引き起こした主な原因がアル
コールでなく脳震とうの場合にはオートマティズムの抗弁に依拠することが可
能であり、Majewski ルールの射程に入らない旨の判示がなされた。オートマ
ティズムの抗弁においては、当該精神状態の招致について行為者が有責でない
ことが求められるため、認知能力の喪失の主たる原因がアルコールや薬物でな
いことが前提とされる。
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コール性認知症（alcoholic dementia）など、マクノートン基準の射程に
入る精神障害を生じさせうるのである

（162）
。

　飲酒に起因する精神障害がマクノートン基準の「精神の障害」に該当
する一例として、アルコールや薬物の禁断症状が挙げられる。たとえば、
Davis 判決

（163）
では、アルコールからの離脱に起因する脳や神経受容体の

反応に伴う振戦せん妄（アルコール幻覚症）は「精神の障害」だとして、
心神喪失抗弁に依拠することが認められた。同判決では、謀殺の意図を
有する傷害罪（wounding with intent to murder）で訴追された被告人が
犯行当時しらふ・・・であったものの、過度の飲酒からの離脱症状として振戦
せん妄の状態にあったとして心神喪失抗弁を提起した。同判決において
Stephen 裁判官は、酩酊と酩酊から生じた精神疾患は区別されるべきで
あり、一時的にせよ酩酊によって生じた明白な（distinct）精神疾患によっ
て行為の罪悪性を認識していなかった場合には無罪とされなければなら
ないとの陪審説示を行った

（164）
。

　これに対し、Harris 判決
（165）

では、過去の任意酩酊によって心神喪失抗
弁には足らない程度の精神障害が生じた場合には、（特定意思と一般意
思を問わず）メンズ・レア欠如の主張に際し当該精神障害に依拠するこ
とが可能とされた。同判決における被告人は、習慣的な過剰飲酒の中止
に起因するアルコール精神病の幻覚体験を有する中で自宅に放火し、他
者の生命危殆化について軽率な放火罪（一般意思犯罪）によって訴追さ
れた。事実審は任意酩酊ルールを適用して他者の生命危殆化に関する軽
率性の判断に際し、しらふの場合に軽率性を有しうるかを陪審が判断す
べきと説示した（その結果、被告人は有罪答弁を行った）が、控訴院は、
犯行の６日前に飲酒を中止していることから被告人はいかなる意味にお

（162） Card & Molloy (n 23), at 664. 振戦せん妄とは、アルコールからの離脱に
よって引き起こされるせん妄の急性発作であり、アルコール性認知症とは、長
期間の過度な飲酒によって生じる認知症の一形態である。

（163） (1881) 14 Cox CC 563.
（164） Davis 判決における Stephen 裁判官の陪審説示は、Beard 判決（[1920] AC 
479 (HL).）や Gallagher 判決（[1963] AC 349 (HL).）においても受け入れられて
いる。

（165） Harris [2013] EWCA Crim 223 (CA).
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いても犯行時に酩酊していなかったとして「精神の障害」該当性を肯定
した。本件における被告人は行為の性質や罪悪性を理解していたために、
心神喪失抗弁は（たとえ被告人が望んだとしても）主張できないが、当
該精神疾患は過去の任意酩酊に起因することから犯行時も酩酊状態に
あったのと等しく扱うべきとの検察側の主張を排斥した上で、任意酩酊
ルールを本件に適用しなかったのである。
　同判決は、過去の被告人の落ち度によって生じた精神疾患について、
犯行時に飲酒酩酊状態にあった者と同様に扱うべきかは政策論として議
論の余地があることを認めつつも、こうした解釈は Majewski 判決の過
度な拡大であるとして排斥している。精神疾患の多くは、患者自身によ
る過去の何らかの有責な不品行（culpable past misconduct）に原因を求
めることができるからである。現在の判例法の立場を前提にすると、
Majewski 判決によって示された任意酩酊ルールは、犯行時に任意酩酊
状態（アルコールや薬物の急性症状下）にあった場合にのみ適用される。
本件における被告人は、犯行時に精神疾患の影響を受けていたことが明
白であり、それが一時的なものであったとしても真の精神疾患でないこ
とにはならず、他者の生命へのリスクに関する軽率性がさらに問われな
ければならないのである

（166）
。

　このように、過去の飲酒によって顕著な精神障害が生じた場合（犯行
時にアルコールや薬物の直接的な影響を欠いている場合）には、「精神
の障害」該当性が肯定され、責任無能力の抗弁に依拠することが可能で
あると同時に、一般意思犯罪においてメンズ・レアを擬制する任意酩酊
ルールは適用されない。これに対し、犯行時にアルコールや薬物の直接
的な影響を（少なくとも部分的に）受けていた場合には、以下に見るよ
うに、アルコールや薬物による一時的な心神喪失（temporary insanity）・
オートマティズムと単純な酩酊を区別することは困難となる

（167）
。

第２節　酩酊と責任無能力・オートマティズムの同時存在

（166） [2013] EWCA Crim 223 at [56]-[59].
（167） Card & Molloy (n 23), at 665.
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　たとえば、Burns 判決
（168）

において強制わいせつ罪（一般意思犯罪）で訴
追された被告人は、脳障害（健忘および認知障害）、アルコールおよび
薬物（マンドラックス

（169）
）の重複的な作用により、犯行時に行為の意味を

認識する能力を欠いていたと主張したが、事実審は、被告人の脳障害は
それ自体によってオートマティズム状態を招致せず、アルコールや薬物
の摂取が不可欠であったとの専門家証言に依拠しながら、陪審に対して
オートマティズムの問題を提示せずに有罪とした。これに対して控訴院
は、被告人の「精神の障害」に何らかの外的要因が加わり、その影響に
ついて被告人が事前に認識していなかった場合にはオートマティズムの
抗弁についても説示がなされるべきであったと判示し、完全な無罪の余
地を認めたのである

（170）
。

　同判決に対しては、被告人に認められうる主張（酩酊ないし心神
喪失
（171）

）によって完全な無罪とされる余地がない
（172）

にもかかわらず、控訴
審がオートマティズムの主張を受け入れて無罪とされる余地を認めたこ
とに批判が向けられている。すなわち、一般意思犯罪における任意酩酊
と心神喪失はともに、（オートマティズムの抗弁とは異なり）完全な無
罪という帰結を導かないことから、こうした理解には疑問が呈されてい
るのである

（173）
。こうした批判を前提とすれば、一般意思犯罪において「精

（168） (1974) 58 Cr App R 364 (CA).
（169） メタカロンと抗ヒスタミン剤からなる鎮痛・睡眠薬。
（170） もっとも、同判決は、オートマティズムの抗弁についての陪審説示が行わ
れたとしても、結論において同抗弁は認められなかったとして、被告人の主張
を退けている。(1974) 58 Cr App R 364, 375.

（171） アルコールや薬物の影響がある場合には、オートマティズムの抗弁は通常
認められない。

（172） 心神喪失による無罪評決については、非刑事的収容の余地が残されている。
（173） E.g., G Williams, Textbook of Criminal Law (2nd edn Stevens & Sons, 
London 1983), at 681（こうした場合には心神喪失による無罪が適切だとする）; 
Ormerod & Laird (n 16), at 331. Burns 判決に向けられたこの種の批判に対し
ては、本件においてマンドラックスの錠剤（非危険薬物）を摂取していたこと
を見落としており、飲酒と危険薬物によって心神喪失の状態に至った場合には
有罪か心神喪失による無罪の二択に限られるべきだが、本判決のように摂取し
た薬物が危険でない場合には、Bailey 判決の枠組みにより、軽率性が立証され



論　　　説

［71］ 北法69（6・326）1826

神の障害」とアルコール・薬物の影響が相まって認識能力を喪失した場
合には、責任無能力による無罪か、任意酩酊ルールの下でメンズ・レア
が擬制された結果として有罪となるかの二択に限られることになる

（174）
。

　たとえば、Coley 判決
（175）

では、暴力的な描写の含まれたテレビゲーム
を数日間に渡ってプレイしながら大麻を吸引していた被告人（Coley）が
武装した上で隣人宅に侵入し、被害者をナイフで繰り返し刺突したが死
亡させるには至らなかった事案について、任意酩酊であることを根拠に
心神喪失やオートマティズムに関する陪審説示を拒否した事実審の判断
を控訴院が是認した

（176）
。本件の専門家証言によれば、Coley には精神疾

患や人格障害は認められず、大麻の摂取に起因する「一時的な精神病エ
ピソード（brief psychotic episode）」の状態でテレビゲームのキャクター
の役割を演じていた可能性があり、弁護側は「精神病エピソード」が「精
神の障害」に起因する「理性の欠如」に該当し、現実からの乖離に伴う
行為の性質や罪悪性を認識する能力の欠如を招いたと主張した。これに
対して控訴院は、「理性の欠如」が「精神の障害」に起因しない場合も存
在し、任意に摂取した酩酊作用のある物質が精神に直接的な影響を与え
た場合には、「差し迫った社会的な要請（pressing social reasons）」によ
り「精神の障害」に分類されないと判断したのである

（177）
。

ないかぎり無罪となるとの原則に従うべきとの反批判がなされている（Mackay 
(n 23), at 158-9.）。

（174） Ormerod & Laird (n 16), at 331. たとえば Lipman 判決（[1970] 1 QB 152 
(CA).）では、被告人のオートマティズム状態が禁止薬物（LSD）に起因してい
るとして、犯行時に任意酩酊状態であったことを根拠に故殺罪のメンズ・レア
が肯定された。LSD は幻覚を伴うトランス状態を作出するが、任意に摂取さ
れたものであることから、仮にオートマティズムの主張がなされたとしても、
それが認められる余地はなかったと指摘される（Simester et al (n 15), at 724.）。

（175） [2013] EWCA Crim 223 (CA).
（176） 本件では、被害者を殺害する意図を有していたことが陪審によって認定さ
れたため、メンズ・レア欠如に関する一般意思・特定意思犯罪の区別問題は生
じなかった。[2013] EWCA Crim 223 [10].

（177） [2013] EWCA Crim 223 [17]-[18]. 本件では、事前の有責な行為によって犯
行時の精神状態が惹起されたため、オートマティズムの抗弁に依拠することは
不可能とされた。Id. [24].
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　このように、犯行時にアルコールや薬物を摂取した事実が認められる
場合には、オートマティズムの抗弁に依拠することは通常認められない。
同抗弁ではオートマティズム状態の招致について行為者が有責でないこ
とが求められるからである。これに対し、責任無能力の抗弁については、
心神喪失状態の招致に関する事前の有責性は通常問題とならないが、以
下に見るように、法益侵害結果のメンズ・レアを事前に有していた場合
には異なる判断がなされている。
　たとえば、Gallagher 判決

（178）
では、被告人の精神障害それ自体がマクノー

トン基準を充足するのに足らない場合（たとえば、制御能力の喪失を招
くにすぎない場合）には、犯行時に酩酊によって当該障害が悪化してい
たとしても心神喪失抗弁に依拠できないとされた

（179）
。本件では、平素か

ら暴力的な傾向のある精神病質者（psychopath）であった被告人が妻の
殺害を意図してアルコールを摂取し、酩酊下で妻をナイフで刺殺した事
案について、被告人が心神喪失と酩酊による特定意思の欠如を主張した。
被告人の精神状態が飲酒によって悪化し、自らをコントロールする能力
が失われやすい状態にあったことを示す専門家証拠が提示されていた
が、事実審裁判官は陪審に対し、マクノートン基準の適用の可否につい
ては飲酒直前の被告人の精神状態を考慮しなければならないと説示し、
被告人は有罪となった。控訴院は被告人の主張を認めて有罪判決を破棄
したものの、北アイルランド法務長官による上訴を受け入れて、貴族院
は事実審の有罪判決を支持したのである。
　貴族院の判断の背景には、被告人の精神病質は鎮静期（quiescent 
period）にあり、アルコールを摂取しなければマクノートン基準の射程
に入ることはなく、飲酒酩酊によって心神喪失抗弁を成功させることが
不適切との価値判断があった

（180）
。他方で同判決は、特定意思犯罪におい

てメンズ・レア欠如の主張のために任意酩酊証拠に依拠することを許容
する、任意酩酊ルールの例外に対しても制約を加えている。同判決の

（178） A-G for Northern Ireland v Gallagher [1963] AC 349 (HL).
（179） Card & Molloy (n 23), at 665.
（180） 被告人の精神病質が飲酒によって生じ、その結果マクノートン基準の射程
に入ったのであれば結論が異なっていたと指摘される。Id.
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Denning 裁判官による法廷意見は以下のように述べ、本件については酩
酊は抗弁たり得ないという通常のルールに従って判断されるべきであ
り、犯行の勢いづけのために故意に飲酒酩酊した者について、特定意思
犯罪のメンズ・レア欠如の証拠として任意酩酊証拠に依拠する余地を否
定した。

「しらふで正常な時点において殺人の意図を形成し、……勢いづけ
のために自ら酩酊して当初の意図を実現した場合には、謀殺罪に対
する抗弁としても、故殺罪への減軽要素としても、自招酩酊に依拠
することはできない。……飲酒する以前の邪悪な心理状態と、彼が
事前に意図し、実際にその通りになった行為を合わせ考えれば、彼
を非難するのに十分である。人を殺害することを意図して外出し、
それが悪いことだと知りながら実際に殺害行為に及んだ精神病質者
は、殺害行為以前の自招酩酊によって生じた結果から逃れることは
できない

（181）
。」

　同判決によって導入された「勢いづけの飲酒（Dutch courage）」ルー
ルは、特定意思を欠いていたことを示す酩酊証拠が提示されている場合
は特に重要であり

（182）
、政策論としては好ましいかもしれないが、メンズ・

レアと行為の同時存在原則からの逸脱を正面から認める点で疑問が呈さ
れている

（183）
。

第３節　検討：酩酊・責任無能力・オートマティズムにおける事前責任
　本章では、酩酊が他の抗弁と競合した場合の処理について、犯行時に
おけるアルコールや薬物の直接的な影響の有無によって区分した上で分

（181） [1963] AC 349, 382.
（182） Card & Molloy (n 23), at 667.
（183） Ormerod & Laird (n 16), at 327-8; Card & Molloy (n 23), at 667. なお、同
判決において Denning 裁判官は、Gallagher が飲酒前に妻を殺害する意図を放
棄していれば違った結論になることを示唆していた。また、Ormerod & Laird 
(n 16), at 327-8は、間接正犯と同視可能な場合には、事前の精神状態を考慮し
て有罪としても、マクノートン基準の文言と整合する可能性を指摘する。
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析を加えた。アルコールや薬物の直接的な影響を欠く場合には責任無能
力やオートマティズムの抗弁に依拠することが可能な一方で、アルコー
ルや薬物の急性反応を伴う場合には、①任意酩酊ルールの下でメンズ・
レア欠如の主張に関して特定意思犯罪と一般意思犯罪が区別され、②当
該精神状態を招致した行為者の有責性をめぐる扱いが各抗弁・主張間で
異なることを背景に、複雑な状況にある。
　既述のように、オートマティズムの抗弁が認められるためには、⑴意
識や任意性を欠いた状態で行為に出たこと（任意的コントロールの欠如
の程度が一時的にせよ完全な場合）、⑵当該状況が外的な要因によって
導かれたことのほかに、⑶当該精神状態の招致に関して事前の落ち度が
ないことが求められる（no prior fault requirement）

（184）
。

　これに対して、責任無能力の抗弁においては、責任無能力状態の招致
に関する事前の有責性は問題とされない

（185）
。犯行時の無能力が「精神の

障害」に起因すると判断された場合には、行為者の事前の落ち度は関連
性を欠くものとされるのである

（186）
。このことから、Bailey 判決の事案の

ように、糖尿病の行為者がインスリン投与による低血糖症に陥り、その
ことに落ち度がない場合にはオートマティズムの抗弁やメンズ・レア欠
如の主張によって完全な無罪とされる余地がある

（187）
のに対し、インスリ

ンの不・投与による高血糖の場合には、（行為者の糖尿病は）内的な障害
のために「精神の障害」該当性が肯定され、行為者の事前の落ち度とは
無関係に「心神喪失による無罪」と評価される（通常の無罪判決の余地

（184） Longhnan & Wake (n 16), at 119. オートマティズムの抗弁における任意性
要件の中に、当該精神状態の招致について行為者が有責でないことを読み込む
見解として、A Longhnan, Manifest Madness: Mental Incapacity in the Criminal 
Law (OUP, Oxford 2012), at 132.

（185） Q Jahangir, J Child & H Crombag, ‘Prior Fault and Contrived Criminal 
Defences: Coming to the Law with Clean Hands’ (2017) 1 Institute of Law 
Journal, at 32.

（186） Mackay (n 29), at 159.
（187） インスリンの過剰投与による低血糖症とオートマティズム・責任無能力の
抗弁の関係性が問題となった判例として、Quick [1973] 3 WLR 26 (CA).
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が絶たれる）ことになる
（188）

。責任無能力の抗弁における当該精神状態招
致の有責性については、たとえば医師の指示を軽率にも無視したことが
その精神状態を招いたとしても、「心神喪失者の刑事責任は否定される」
との原理を優先させることで、これまで判例・学説はこの問題を重視し
てこなかったのである

（189）
。

　こうしたアプローチが採られてきた理由としては、①心神喪失と評価
された者を処罰することに対する心理的抵抗や、②本来的な「精神の障
害」はすべて偶然（inadvertent）によるものとの前提が採られてきたこ
と、さらに③（オートマティズムやメンズ・レア欠如による完全な無罪
とは対照的に）「心神喪失による無罪」評決には不定期の病院収容が自動
的に課されていたことで社会防衛的な懸念が抱かれなかった点が挙げら
れる
（190）

。
　しかし、前述した「精神の障害」と酩酊の同時存在例を適切に解決す
るためには、責任無能力の抗弁においても行為者の事前の有責性を考慮
する必要がある

（191）
。「精神の障害」と酩酊が同時存在しうるとすれば、責

任無能力の抗弁を提起する被告人の中には当該精神状態の招致について
有責な者がいることを意味し、責任無能力の抗弁が当該精神状態の招致
に関して有責でないことを前提とするこれまでの議論とは矛盾すること
になる

（192）
。Burns 判決や Bailey 判決では、心神喪失と酩酊・オートマティ

ズムの境界例において行為者の落ち度が直接に問題とされているが、責
任無能力の抗弁で同様の考え方が採られていないことは不当であ
ろう
（193）

。このことは、自らに病的素因があることを同じく認識していた

（188） Mackay (n 29), at 159. 実際にも、Hennesy 判決（[1989] 2 ALL ER 9 (CA)）は、
被告人の高血糖が「精神の障害」（糖尿病）に起因することを理由にオートマティ
ズムに関する被告人の主張を認めなかった原審の判断を是認した（被告人は責
任無能力の主張を避けて有罪答弁を選択した）。

（189） Mackay (n 29), at 159; Jahangir, Child & Crombag (n 185), at 32.
（190） See, Mackay (n 29), at 159-60.
（191） Longhnan & Wake (n 16) at 114.
（192） Id.
（193） Mackay (n 29), at 160. たとえば、酩酊の事案では Bailey 判決におけるよう
に、特定意思犯罪による有罪判決を回避するためのメカニズムが確立されてい
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場合であっても、（インスリン投与による低血糖症など）外部的要因に
よってオートマティズム状態が誘発された場合には事前の落ち度が関連
するのに対し、（てんかん・・・・など）内部的要因によって同じ状態が誘発さ
れた場合には（内部的要因ゆえに「精神の障害」該当性が肯定され）事前
の落ち度が関連しなくなることからも明らかである

（194）
。

　また、1991年刑事手続（心神喪失および訴答不適格）法において、心
神喪失による無罪判決後の処遇が（謀殺の場合を除いて）多様化され、
心神喪失の場合にも「絶対的刑の免除（absolute discharge）」を与える
ことが可能となったために、社会防衛的考慮の必要性を欠くという論拠
も不十分なものとなっている

（195）
。

　このように、酩酊やオートマティズムといった他の抗弁・主張との競
合例を適切に解決するためにも、責任無能力の抗弁について事前の落ち
度を問題とする必要性が徐々に認識されつつある。次章では、この問題
に関する英米の学説に検討を加える。

〔未完〕

るのに対し、責任無能力の抗弁においては「心神喪失による無罪」判決を回避
するために有罪答弁を選択した者を保護する類似のメカニズムが（裁判官が軽
い罪での有罪答弁を許容しないかぎり）整備されていない（Id. at 160-1.）。

（194） Id. at 168. また、この問題は、酩酊と責任無能力の抗弁が交錯する領域で
ある、病的酩酊（pathological intoxication）において顕著となる。病的酩酊を
既存の抗弁にあてはめることは困難だが、事前責任（fault liability）が適用され
る抗弁の範囲が明確なのに対し、各事案における事前の落ち度の程度は、どの
抗弁が用いられるかとは無関係に評価されることから、不合理な結果となる場
合がある（Id.）。なお、法律委員会が2013年に公表した心神喪失とオートマティ
ズムに関するディスカッション・ペーパーにおいても、この問題が取り上げ
られている。Law Commission, ‘Criminal Liability: Insanity and Automatism’ 
(Discussion Paper 2013) at 6.76.

（195） Mackay (n 29), at 160.


